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1 緒 言緒 言緒 言緒 言

1-1.わが国における水稲直播栽培の普及状況と秋田県

での普及上の課題

日本における水稲（Oryza sativa L.）の主な栽培方

法は機械移植栽培であり、育苗箱への播種後数週間の

育苗を経て、専用の移植機を用いて苗が水田に移植さ

れる。移植栽培では 10ａ当たりの直接労働時間が 26.4

時間と省力化が進んでいるなかで、「育苗」と「田植

え」の作業がその 25 ％を占めている（農林水産省

2010）。これに対して直播栽培は、イネの種子を直接

水田に播種するため、育苗から移植までの作業を省略

できることから、稲作経営の規模拡大や、複合経営の

推進を支援する手段として普及に向けて取り組まれて

いる。秋田県の稲作は作付面積と収穫量が全国第 3 位

にあるが、区画と営農の大規模化が進む一方で、農業

就業者の減少と高齢化が顕在化しており、省力栽培技

術である直播栽培への転換が不可避である。

直播栽培には、代かきした水田に播種する湛水直
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播と畑状態の水田に播種する乾田直播がある（秋田県

農業試験場 2003）。全国の水稲直播栽培面積は、1998

年に 7,972 haであったが、2008年には 18,603 ha（速

報値）に増加した。様式別にこの期間の推移をみると、

湛水直播は 3,644 haから 12,486 ha（速報値）に、乾

田直播は 4,329haから 6,074ha（速報値）に増加して

おり、湛水直播が顕著に増加した。しかし、直播栽培

の普及面積は水稲栽培の全体の約 1 ％である（農林

水産省 2010）。秋田県の水稲直播栽培面積は 1997 年

の 113haから 2010年には 1,152haに増加し、水稲栽

培面積の 1.3 ％に達した。その 93 ％は湛水直播栽培

で、秋田県においてはこの様式が主流である。

移植栽培と比較した場合、直播栽培で生産された

米の収量と外観品質に関して、秋田県では以下の課題

がある。玄米の外観品質・整粒歩合は同等かそれ以上

である（吉永ら 2008）が、収量が 10 ％程度低下す

る（秋田県農林水産部水田総合利用課 2008）。普及上

の障害となる収量の低下に対し収量増加を目的に籾数

を増加させると、登熟歩合が低下し（三浦ら 2007）、

玄米の外観品質が低下する傾向にある（吉永ら 2008）。

すなわち、直播栽培での玄米外観品質を移植栽培での

玄米と同等かそれ以上とするには、10 ％程度の収量

低下が不可避となる（吉永ら 2008）。直播栽培が秋田

県の稲作経営にこれまで以上に取り入れられるために

は、省力化と同時に、整粒歩合が高く玄米外観品質が

優れる「高品質」と、目標収量を安定して確保する「安

定生産」を可能にする技術が必要である。すなわち、

秋田県の具体的な目標である収量 570 g m-2
、一等米

（整粒歩合 70 ％以上）比率 90 ％以上（秋田県農林

水産部水田総合利用課農産・複合推進班･2011）を、

直播水稲において実現するための技術開発が必要であ

る。

1-2.直播栽培に求められる栽培技術の個別課題

湛水直播栽培技術のうち、生産者から要望の多い

個別課題は、鳥害の回避、出芽と苗立ちの安定化、イ

ネの生育量の確保および雑草防除の安定化である（独

立行政法人 農業・生物系特定産業技術研究機構 東北

農業研究センター 2003）。

出芽と苗立ちの安定化については、次のような研

究と技術開発が進められた。湛水直播栽培では土壌表

面に播種すると、出芽しやすい（嶽石・福田 1990）

が、浮き苗や転び苗が生じやすく、出穂後の倒伏にも

つながる（古畑 2009）。また、浮き苗や転び苗の発生

程度が大きいと籾収量が減少する（周ら 2003）。土壌

表面播種での問題点の解消には土壌中への播種が、鳥

害の防止（高城ら 2000）とあわせて有効である。し

かし、土中播種では出芽率が低下しやすい（嶽石・福

田 1990）ため、酸素の供給を目的とする過酸化カル

シウム粉粒剤の粉衣（山田 1951、 中村 1976）や土

壌還元の抑制を目的とする落水出芽（大場 1997、本

馬ら 1999）などの出芽促進技術が開発され、全国に

普及した。これらの技術により湛水直播栽培での苗立

ちの安定化が図られた。

秋田県においては、直播栽培で作付けの多い水稲

品種「あきたこまち」の耐倒伏性は「中」で、直播栽

培では成熟期の稈長が 82 ㎝を超えると倒伏の恐れが

ある（秋田県農林水産部水田総合利用課 2011）こと

から、土壌表面播種を避けて土壌中への播種が多く行

われている。土中播種の場合、過酸化カルシウム粉粒

剤の粉衣量を、低コスト化のため乾籾重の 2倍量から

1 倍量に減量しても、落水出芽を行うことで目標の出

芽・苗立ち数が得られること（若松・三浦 2004）や

出芽と苗立ちに適した温度条件が播種後 10 日間の平

均気温で 14 ℃以上であること（三浦・若松 2006）

など、出芽と苗立ちの向上に有効な知見が得られてい

る。

生育量の確保については、全国および各地域にお

いて直播イネの生育相の解析に関する研究が展開さ

れ、その成果に基づく栽培マニュアルなど（農林水産

省 2010）を通じて、普及が進められている。秋田県

においては、移植栽培と同等の「あきたこまち」の玄

米収量 570 g m-2
を目標とした、生育の各段階におけ

る苗立ち数から穂数までの理想生育量（三浦ら 2007）、

理想生育量を満たす苗立ち数確保のための播種適期、

過酸化カルシウム粉粒剤の粉衣量および粉衣方法、必

要な落水出芽の期間、生育期間中の水管理、幼穂形成

期および減数分裂期の追肥の必要性と登熟期の倒伏の

可能性の診断、肥効調節型肥料の側条施肥（若松ら

2005、三浦ら 2011b）など、穂数の確保と収量の安定

化に寄与する研究成果が得られている。これらの成果

が「水稲直播栽培指針（2003）」や「水稲直播栽培技

術講習テキスト（2008）」に含められ、普及の場で活

用されている。また、湛水直播栽培の播種様式では条

播が主流であるが、点播では群落条件下でのイネの受

光態勢や耐倒伏性が条播より向上する（吉永 2002）

ため、生育量の確保を目的に点播播種機も導入されつ

つある。そこで、点播播種機の弱点である作業速度の

遅さを改良した高速点播播種機が開発された

（Katahiraet al. 2011）。

以上のことから、気象の影響による収量の変動は

依然として大きい（秋田県農林水産部 2011）ものの、

イネの生育量確保のための栽培技術は秋田県において

も確立されつつある。

秋田県における水稲移植栽培では安定生産と高品

質の両立が求められることから、次位・節位別分げつ

の有効化とそれぞれの分げつごとの玄米の収量性と整

粒や窒素濃度などの品質の解析結果（金ら 2005）に

基づいて、収量性と品質で優れる強勢茎主体に穂数を

三浦 ： 高品質米安定生産を目指す秋田県の水稲湛水直播における一発処理型除草剤の性能の完全発
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確保することが奨励されてきた。同様に、直播栽培に

おいても 1 穂着粒数や玄米窒素濃度が適正な高品質安

定生産に寄与する穂の確保が重要であり、それらは、

主稈と第 2 ～ 5 節から発生する 1 次分げつおよび第 2

節の 1次分げつから発生する 2次分げつである（若松

ら 2006）。これらの分げつの多くは、6 月下旬から 7

月上旬にあたる有効分げつ決定期までに発生し、それ

以降に発生した分げつが有効化した穂では整粒率

（RS-2000静岡製機（株）製による測定値）が低下す

る（松波ら 2010）。また、上記の節位からの分げつを

主体として目標の穂数を確保し、その上で有効茎歩合

を 80 ％程度とした湛水直播栽培の試験で、目標収量

570 g m-2
に近い収量 553 g m-2

を、2.5（1 等の中～下）

の玄米外観品質と 75.4 ％の高い整粒歩合および 6.0

％の適正な玄米タンパク含有率で確保できることが示

されている（三浦ら 2011b）。

1-3.雑草防除における問題点

前述のようにイネの出芽と苗立ちの安定化および生

育量の確保についてはこれまでも十分に研究され、問

題が解決されつつあるが、雑草防除についての研究と

技術開発はこれらに比べて不十分であり、以下のよう

な問題点が残されている。

直播水稲に農薬登録された除草剤の種類数は、1994

年 5 月時点では湛水直播には 32 剤、乾田直播には 35

剤（森田 1995）と、移植水稲に登録された除草剤数

に比べて少なかった。2011年 2 月時点では「移植後 1

回の処理で一年生雑草と主要多年生雑草の防除が可能

（宮原 1992）」な、移植栽培で一発処理除草剤に区分

される約 140 剤のうち 41 剤が直播水稲に農薬登録さ

れ、使用できる一発処理型除草剤の種類数は 1994 年

時点での 3 剤から増加したが、依然として少ない。除

草剤の種類数が限られる状況にあるものの、移植栽培

と同様に湛水直播栽培においても一発処理型除草剤は

薬剤による雑草防除の基幹技術となっていることか

ら、直播栽培での一発処理型除草剤のイネへの安全性

と除草効果に関わる性能が移植栽培でのようには十分

に発揮されないことが、解決を要する課題となってい

る。すなわち、秋田県を含む寒冷地では、一発処理型

除草剤の直播水稲の区分における農薬登録での処理早

限となるイネの特定葉齢への到達日と、処理晩限とな

る雑草ヒエの特定葉齢への到達日とがしばしば近接ま

たは逆転し、処理可能な期間が極めて短いか無くなる。

処理可能な期間が短いことは、早限以前に処理された

場合にはイネに対する生育抑制（以下、薬害）、晩限

以降に処理された場合には除草効果の低下をもたらす

ことから、以下の 2 点に集約されるように一発処理型

除草剤の性能を十分に発揮しにくい要因となる。

第 1 の要因は薬害である。除草剤が持つイネに安

全で雑草のみを枯死させる選択性の確保には、イネの

苗と雑草との生育ステージの差が重要である（森田

1995）が、直播栽培では除草剤使用時のイネの葉齢が

移植栽培でのイネに比べて２～３少ない（Miura and

Morita 2010）ことから、除草剤処理後のイネは生育

や分げつ発生の抑制などの薬害を受けやすく、その結

果、茎数・穂数不足となりやすい。よって、除草効果

の安定した、一発処理型除草剤のイネへの影響の回避

と、上述した高品質安定生産のための低節位の１次分

げつからの穂数の確保を、ともに可能とすることが、

直播栽培での高品質米安定生産技術として重要とな

る。

新規除草剤の農薬登録に係わる実用性の評価試験

において、直播水稲での薬害はこれまで、苗立ち数や

生育期の茎数および収量に対する影響の程度で評価さ

れてきた（藤田 1999、酒井ら 2002）。ここでは次位

・節位別の分げつ発生に対する影響は考慮されておら

ず、低節位の分げつ確保の観点からは十分とは言えな

い。そのために秋田県において、直播栽培を高品質安

定生産技術として普及する上では、このことを踏まえ

た一発処理型除草剤の薬害判定の基準が必要である。

一発処理型除草剤については、秋田県農林水産技

術センター農業試験場において、財団法人日本植物調

節剤研究協会より受託の、農薬登録に必要な除草効果

と薬害試験の一部としての水稲関係除草剤第二次適用

性試験が実施されており、直播水稲での薬効・薬害、

使用時期のデータが蓄積されている。しかし、第二次

適用性試験は全国的に統一された除草剤の処理量、薬

効・薬害の調査方法のもとで実施されるため、節位別

の分げつ発生への影響などの課題についてはこれとは

別に、独自の研究として実施する必要がある。

第 2 の要因は、移植栽培に比較して除草効果が発

揮されにくく、結果として除草剤の使用回数が増加（渡

邊・川名 2006）することである。一発処理型除草剤

の多くの剤での直播栽培における使用可能期間は、薬

害を生じないイネ 2葉期を早限、雑草ヒエの枯殺限界

の 2.5 葉期を晩限とする期間である。イネへの生育抑

制を防ぐためには、イネの 2 葉期以降に一発処理型除

草剤を散布しなければならない。しかし、秋田県の湛

水直播栽培の定点調査圃では、播種からの出芽揃いま

での平均日数は 13 日で、出芽揃いの時点ではイネ 2

葉期には達しておらず（秋田県農林水産部編集 2011）、

1993 年の東北地方の湛水直播栽培で測定された雑草

ヒエの葉齢は播種 15 日後で 2.5葉期を超える（森田

1995）ことを勘案すると、寒冷地では一発処理型除草

剤の使用可能期間が短い。秋田県農業試験場における

一発処理型除草剤の使用可能期間についての実測事例

は以下のようである。2002年に 3圃場（田口ら 2003）、

2008 年から 2011 年までの各年に１圃場を用いて、5

月 10 日前後を播種期として実施された合計 7 事例の
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湛水直播栽培において、イネの 2 葉期から雑草ヒエの

2.5葉期までの日数は、1 日：4事例、2日：1事例、4

日：2 事例となり、使用可能期間は 1 ～ 4 日で、過半

年では 1 日であった。すなわち、寒冷地の秋田県では、

一発処理除草剤の使用基準でイネに対する安全性と除

草効果が両立する使用可能期間は極めて短い。

また、落水出芽法における、土壌還元を抑制する

ための落水期間は、土壌条件により異なり（仙北地域

振興局ら 2009）、重粘土壌など土壌還元が起こりやす

い水田ではしばしば 2 週間を超える。その結果、落水

期間中に雑草ヒエの葉齢が一発処理型除草剤の枯殺限

界を超え、再湛水後の適期散布を逸する場合がある（酒

井・佐藤 1998、山本・菊池 2006）。

これまで直播栽培では、雑草ヒエの 1.5 葉期程度

までに使用する「初期除草剤」を処理した後、除草効

果の持続が不足した場合に「一発処理型除草剤」を処

理する（福島ら 2000）、または、初期除草剤を使わず

に一発処理型除草剤のみを処理し、その除草効果が十

分発揮できなかった場合に、中干しの約 10 日前から

中干し期間中に使用する「中・後期除草剤」を処理す

る（渡邊・川名 2006）除草剤の使用体系がとられて

いる。中・後期除草剤の使用は 2 回以上に及ぶことも

あり、この場合には省力技術とされる直播栽培におい

ても、雑草防除に関しては省力化に対応していないこ

とになる。直播栽培をさらに普及させるためには、上

述のような、初期除草剤や一発処理型除草剤処理での

雑草の残存を前提に、その後の一発処理型除草剤や中

・後期除草剤を主力とする（その除草効果が十分発揮

されなかった場合には次に処理可能な除草剤がない）

「後半巻き返し型」（三浦 2010）から、はじめから一

発処理型除草剤の性能を確実に発揮させて雑草を残存

させない「先手必勝型」（三浦 2010）の除草剤使用法

への転換が重要である。

1-4.雑草ヒエについて

本研究で主な対象とした雑草ヒエは全国的な主要

雑草で、古くから水田雑草の中心的な位置を占めてき

た（森田 2001）。日本国内における野生のヒエ属植物

は 外 部 形 態 お よ び 生 態 学 的 に 、 タ イ ヌ ビ エ

（Echinochloa oryzicola Vasing.）、ヒメタイヌビエ（E.

crus-galli (L.) Beauv. var.formosensis Ohwi）、イヌビエ

（E. crus-galli (L.) Beauv. var.crus-galli）、ヒメイヌビ

エ（E. crus-galli (L.) Beauv. var.praticola Ohwi）の 4

単位に分類されている（藪野 1975）。4 種の雑草ヒエ

を生産現場において、防除の必要な生育初期に地上部

の形質で正確に識別することは必要である（森田

2001）が、難しいとされている。本研究においても、

試験圃場に発生したタイヌビエとイヌビエを調査時に

識別できなかったことから、雑草ヒエ（第 1-1 図）と

まとめて記載した。

日本において普遍的な水田雑草であるタイヌビエ

（藪野 1975）については、試験研究に必要な休眠覚

醒種子を得るための貯蔵条件（片岡・金 1977）や水

田土壌中での種子の休眠と死滅要因（宮原 1972）な

ど発生生態に関する研究が行われてきた。雑草ヒエの

雑草害については、イネ群落中での存在時期による減

収への影響の差異（野田ら 1971）など競合に係わる

側面から、雑草ヒエに誘引されたアカスジカスミカメ

（Stenotus rubrovittatus）による玄米外観品質の低下（後

藤ら 2000）など虫害の助長の側面まで多岐にわたっ

て研究されてきた。雑草ヒエの防除方法については、

深水や有機質資材の散布など耕種的防除（笠原 1954、

民間稲作研究所 1999）も研究されたが、それらに比

較して省力的であることから、現在では除草剤による

化学的防除が主流となっている。一発処理除草剤の全

てが雑草ヒエに効果を示す成分を含有し、また 4 葉期

を超える高葉齢に達した雑草ヒエに対応する専用の中

・後期除草剤などが開発、実用化されている。

一発処理除草剤の性能を十分に発揮させるために

は、除草剤を適切に使用することが求められている。

そのためには雑草ヒエの葉齢の進展を予測することが

重要で、有効積算気温（土井・村上 1977、森田 1999）

や水田地温（内野 2002）を用いた葉齢進展モデルが

作成された。

近年、全国的には雑草ヒエの重要性は低下傾向に

あるが、秋田県の水稲栽培において雑草ヒエの要防除

面積は水稲作付面積の 98 ％を占め（財団法人日本植

物調節剤研究協会東北支部 2011）、2010 年にはほぼ

全ての水田で使用された一発処理除草剤に加えて、そ

の前に散布する初期除草剤が 48,891 ha、その後に散

布する雑草ヒエ専用の中・後期除草剤が 12,114 haの

水田に使用されており、これらの合計面積は水稲作付

面積の 68 ％を占めた。このように、秋田県において

雑草ヒエは、一発処理除草剤のみでは完全に防除され

ず、移植・直播水田を通して依然として主たる難防除

雑草である。

1-5.「あきたｅｃｏらいす」での直播栽培の展開につ

いて

消費者は「減農薬」によって栽培されたコメを求

めており、生産者は「省力・低コスト」、「農薬被ば

くの回避」、「有利販売による所得の向上」を求めて

いる。これをうけて秋田県農林水産技術センター農業

試験場において 2004 年に減農薬のプロジェクトが発

足し、その成果をもとに 2008 年に減農薬防除体系を

秋田県産米のスタンダードとする「あきたｅｃｏらい

す」プロジェクトが確立された（秋田県農林水産部水

田総合利用課農産・複合推進班 2011）。「あきたｅｃ
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ｏらいす」は、JAS 有機や特別栽培米なども含むが、

施肥方法を問わない、農薬の使用成分回数が 10 回以

下で生産されたコメの総称であり、「低コスト省力生

産」、「環境に配慮した生産」および「販売を意識し

た生産」を内容とする。また、「あきたｅｃｏらいす」

を 2020（平成 32）年までに秋田県内の水田面積の 90

％に普及させることが目標となっている（秋田県農林

水産部水田総合利用課農産・複合推進班 2011）。以上

のことから、省力技術である直播栽培で「あきたｅｃ

ｏらいす」によるコメを生産するためには農薬使用回

数を低減する必要がある。

「節減対象農薬の延べ有効成分回数」の中での除

草剤に関して、移植栽培の「あきたｅｃｏらいす」で

は、代かきと移植の間の日数を短縮し、代かきから 10

日以内に一発処理除草剤を散布できるように代かき・

移植作業を設定すると、雑草ヒエが 2 ～ 2.5葉期の時

期に一発処理除草剤散布が可能となり除草効果が安定

し、初期剤や中・後期剤の使用を省略できる（三浦・

藤井 2010）。一方、湛水直播栽培においては前述のと

おり、5 月 10 日前後に播種した場合にイネが 2 葉期

以降で雑草ヒエが 2.5 葉期以前となる一発処理除草剤

の使用期間は 1～ 4日と短いことから、生産者の段階

では 3～ 4成分の一発処理型除草剤の処理のみでは十

分な除草効果を得られず、雑草ヒエと広葉雑草に効果

の高い 1 ～ 4成分の中・後期除草剤を１～ 2回追加で

散布する体系処理が多く行われている。この体系処理

における除草剤の延べ有効成分回数は 4 ～ 8 回あるい

はそれ以上となる。「あきたｅｃｏらいす」の中で直

播栽培を推進するためには、一発処理型除草剤の性能

の十分な発揮（三浦・藤井 2010）による、使用除草

剤の延べ有効成分回数の計画的な削減が欠かせない。

以上のことから、本研究では、秋田県での水稲湛水直

播栽培の雑草防除技術に関して、1) 一発処理型除草

剤による湛水直播イネへの影響（薬害）を分げつ構成

から解析し、影響を受ける分げつの次位節位とその分

げつが高品質安定生産に及ぼす影響を明らかにし、こ

れまで着目されていなかった収量と品質に寄与する分

げつへの影響を指標とした一発処理型除草剤の薬害評

価法を確立するとともに、2) 一発処理型除草剤の前

処理として初期除草剤を少量散布することにより再湛

水後の一発処理型除草剤の使用可能期間（日数）の拡

大を図り、新たな除草体系を確立すること、を目的と

した。また、秋田県で移植栽培を中心に推進されてい

る、栽培期間中の農薬の成分使用回数を低減した「あ

きたｅｃｏらいす」を直播栽培で展開するための除草

体系を実証した。
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第 1-1表 本研究で対象とした雑草の和名と学名

生活型 科 和名 学名

一年生 アカバナ科

チョウジタデ Ludwigia epilobioides  Maxim.

イネ科

イヌビエ Echinochloa crus-galli (L.) Beauv. var. crus-galli
タイヌビエ Echinochloa oryzicola  Vasing.

オモダカ科

ヘラオモダカ Alisma ｃａｎａｌｉｃｕｌａｔｕｍ  A. Br. et Bouche

カヤツリグサ科

タマガヤツリ Cyperus difformis 　L．

ハリイ Eleocharis congesta　 D.Don

キク科

タウコギ Bidens tripartita L.

ゴマノハグサ科

アゼナ Lindernia procumbens 　 (Krock.) Borbàs

アメリカアゼナ Lindernia dubia (L.) Penn.

ツユクサ科

イボクサ Murdannia keisak (Hassk.) Hand.-Mazz.

ミゾハコベ科

ミゾハコベ Elatine triandra  Schk. var. pedicellata  Krylov

ミズアオイ科

コナギ

多年生 オモダカ科

オモダカ Sagittaria trifolia  L.

カヤツリグサ科

イヌホタルイ Scirpus juncoides  Roxb. var. ohwianus  T.Koyama

クログワイ Eleocharis 　 kuroguwai  Ohwi

マツバイ Eleocharis acicularis  (L.) Roem. et Schult. var. longiseta  Sven.

ミズガヤツリ Cyperus serotinus  Rottb.

Monochoria vaginalis  (Burm. f.) Presl var.
 plantaginea (Roxb.) Solm.-Laub.
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第 1-2表 本研究に用いた除草剤の系統、一般名および化学名

タイヌビエ タイヌビエ イヌビエ イヌビエ

第 1-1図 秋田県の水田における主な雑草ヒエであるイヌビエとタイヌビエの 2 ～ 2.5 葉期の形態

系統 一般名 化学名

フェノキシ

シハロホップブチル butyl(R)-2-[4-84-cyano-2-fluorophenoxey)phenoxy]propinate

カーバメート

ベンチオカーブ S -4-chlorobenzyl diethylthiocarbamate

酸アミド

カフェンストロール N ,N -diethy-3-mesitylsulfonyl-1H -1,2,4-triazole-1-carbox-amide

ブロモブチド （RS)-2-bromo-N -(α,α-dimethlbenzyl)3,3-dimethyl-butyramide

メフェナセット 2-benzothiazol-2-ylpxy-N -methylacetanilide

スルホニルウレア

ピラゾスルフロン

ベンスルフロンメチル methylα-(4,6-dimethoxypyrimidin-2-ylcarbamoyl-sulfamoyl)-o -toluate

ダイアゾール

ピラゾレート 4-(2,4-dichlorobenzoyl)-1,3-dimethylpyrazol-5-yl toluene-4-sulfonate

ダイアジン

ベンタゾン 3-isopropyl-1H -2,1,3-benzothiadiazin-4-(3H )-one2,2-dioxide

トリアジン

プロメトリン N
2
,N

4
-di-isopropyl-6-methylthio-1,3,5-triazine-2,4-diamine

尿素

ダイムロン 1-(α,α-dimethylbenzyl)-3-p -tolyurea

ピリミジルオキシ

安息香酸

ピリミノバックメチル

芳香族カルボン酸

フェントラザミド

その他

ペントキサゾン

ethyl 5-(4,6-dimethoxypyrimidin-2-ylcarbamoylsulfamoyl)
-1-methylpyrazole-4-carboxylate

4-(2-chlorophenil)-N -cyclohexyl-N -ethl-4,5-dihyro
-5-oxo-1H -tetrazole-1-carboxamide

3-(4-chloro-5-cyclopentyloxy-2-fluorophenil)-5
-isoprprylidene-1,3-oxazolidine-2,4-dione

methl 2(4,6-dimethoxypyrimidin-2-yloxy)
-6-(1-methoxy-iminoethl)benzoate
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2 水稲湛水土中直播栽培水稲湛水土中直播栽培水稲湛水土中直播栽培水稲湛水土中直播栽培におけるにおけるにおけるにおける一発処理型除草剤一発処理型除草剤一発処理型除草剤一発処理型除草剤

によるイネのによるイネのによるイネのによるイネの分分分分げつげつげつげつ発生発生発生発生へのへのへのへの影響影響影響影響

2-1.抄録

直播栽培の一発処理型除草剤の薬害は、農薬登録

のための全国的に統一された適用性試験を通して苗立

ち数、生育期の茎数および収量への影響によって評価

されてきた。しかし、秋田県の直播栽培での収量解析

において、発生位置の異なる分げつからの穂が収量性

と品質を異にすることが知られているため、移植栽培

に匹敵する収量性と品質を目指す県内の直播栽培の現

場では、次位・節位別の分げつ発生への影響を考慮し

た一発処理型除草剤の薬害の判定が必要となる。本研

究では、圃場またはガラス室において、秋田県の湛水

直播栽培で普及している数種の一発処理型除草剤の基

準量を使用早限に処理し、分げつ発生と抑制を次位・

節位別に詳細に調べ、新たな薬害評価法を提案した。

一発処理型除草剤ピリミノバックメチル・ブロモブチ

ド・ベンスルフロンメチル・ペントキサゾン（PBBP）

水和剤をイネ（品種「あきたこまち」）の 2.5 葉期に

処理した場合、第 2 節からの 1次分げつの発生頻度は

無処理区の 63 ％と、有意に低下した。一方、第７節

からの発生頻度は無処理区より高く、分げつ発生総数

とその有効化率では同等であった。しかし、PBBP 水

和剤処理では収量と品質確保に有効な第 2 ～ 5 節から

の１次分げつと第 2 節からの 1次分げつからの 2次分

げつの数が有意に減少した。また、同じ有効成分の

PBBP剤においても、水和剤での第 2 節からの 1 次分

げつの発生頻度は粒剤に比べて著しく低下し、剤型に

よる違いが認められた。さらに、PBBP 水和剤、同粒

剤と成分の異なるカフェンストロール・ダイムロン・

ブロモブチド・ベンスルフロンメチル（CDBB）粒剤

の処理により第 2節からの 1次分げつの抑制程度が異

なり、精玄米重と精玄米の整粒率は抑制程度の増大に

伴って低下した。

2-2.はじめに

水稲直播栽培の雑草防除の問題点の一つは、除草

剤処理時にイネの苗が移植栽培に比較して若いために

薬害が発生しやすいことで、それは茎数および穂数の

減少につながる。農薬登録に際しての適用性試験にお

いては、直播イネへの薬害は、苗立ち数、生育期の茎

数や収量で評価され、次位・節位別の分げつ発生への

影響、すなわち分げつの構成までは考慮されてこなか

った。秋田県における直播栽培では 1穂着粒数や玄米

窒素濃度が適正で、高品質米生産に寄与する穂の確保

が重要であり、それらは、主稈と第 2節～ 5節から発

生する 1 次分げつおよび第 2節の 1次分げつから発生

する 2 次分げつであることが明らかにされている（若

松ら 2006）。秋田県における湛水直播栽培では低節位

の分げつ確保を重視するため、除草剤の影響について

は、茎数、すなわち分げつの総数のみではなく分げつ

の次位・節位に関する情報が必要である。直播栽培に

おけるコメの高品質安定生産につながる雑草防除体系

を確立する目的で、分げつの発生と抑制を受ける次位

・節位とその程度に基づいた一発処理型除草剤の直播

イネへの影響評価について検討した。

湛水土中直播栽培を対象に、圃場条件下での 1) イ

ネ 2.5 葉期を処理早限とする一発処理型除草剤の、イ

ネの次位・節位別の分げつの発生への影響、2) イネ 2

葉期または 2.5葉期を処理早限とする 4 種類の一発処

理型除草剤について第 2節、第 3 節からの 1次分げつ

の発生に及ぼす剤型と成分の影響、および、3) ガラ

ス室条件下での圃場条件より高い気温条件下での、一

発処理型除草剤のイネの第 2 節、第 3節からの 1 次分

げつの発生への影響、を調べ、さらに、4) 3 種類の

一発処理型除草剤により、第 2節からの 1 次分げつ発

生の抑制と玄米収量および玄米の品質への関係を圃場

条件下で解析した。

2-3.材料および方法

試験 1 一発処理型除草剤使用により抑制を受ける分

げつの次位・節位

秋田県の直播栽培において使用の多い、イネ 2.5 葉

期を処理早限とする一発処理型除草剤ピリミノバック

メチル・ブロモブチド・ベンスルフロンメチル・ペン

トキサゾン水和剤を用いて、分げつ発生の抑制を受け

やすいイネの節位を、高品質米生産に寄与する穂とな

る次位・節位に着目して検討する。

1) 耕種概要

試験は 2005 年に秋田県農林水産技術センター農業

試験場（秋田市雄和）の面積 500 m2
、細粒質グライ

土の水田圃場で行った。N：5.5 g m-2
、P2O5：7.3 g m-2

、

K2O：6.4 g m-2
を化成肥料で播種時に側条施肥で施肥

した。水稲品種「あきたこまち」の種子を浸漬・催芽

後、播種前日に専用コーティングマシンにより、過酸

化カルシウム（16 ％）粉粒剤を乾籾重比１倍量で粉

衣した。乾籾換算で 4 g m-2
の種子を専用播種機によ

り播種深を 5～ 10 mmに設定し、湛水土中条播とし

て 5 月 12 日に播種した。播種後落水管理を行い、播

種した籾数の 10 ％が出芽した時点で湛水を開始し

た。圃場内の平均的な苗立ちの部分に、プラスチック

段ボ
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第 2-1表 供試一発処理型除草剤の除草剤名、略号、有効成分含有率、使用量および処理時期

試験１ 試験2 試験3 試験4

ピリミノバックメチル・ブロモブチド

・ベンスルフロンメチル

・ペントキサゾン水和剤

PBBP

水和剤

0.83%･17%･

1.3%･2.8%

500ml 0.5ml 2.5葉期

2005年

6月１日

2007年

5月30日

2006年

5月22日

2011年

6月1日

ピリミノバックメチル・ブロモブチド

・ベンスルフロンメチル

・ペントキサゾン1キロ粒剤

PBBP

粒剤

0.45%･9.0%・

0.75%・2.0%

1kg 1g 2葉期 無し

2007年

5月28日

無し

2011年

5月30日

シハロホップブチル

・ピラゾスルフロンエチル

・ブロモブチド・メフェナセット

1キロ粒剤

CPBM

粒剤

1.5%・0.3%･

6.0%・7.5%

1kg 1g 2.5葉期 無し

2007年

5月30日

2006年

5月22日

無し

カフェンストロール・ダイムロン

・ブロモブチド・ベンスルフロンメチル

1キロ粒剤

CDBB

粒剤

3.0%・6.0%・

6.0%・0.75%

1kg 1g 2葉期 無し

2007年

5月28日

無し

2011年

5月30日

無処理区 － － － － － 設置 設置 設置 無し

除草剤名

本試験での処

理時期（使用基

準の処理早限で

のイネ葉齢

 

)

処理の有無と処理日

略号

有効成分

含有率

10a

あたり

使用量

本試験

での

処理量

（製剤m

-2

）

ール製の 1 m×1 mの正方形の枠を設置し、除草剤処

理区と対照として除草剤を処理しない区（以下、無処

理区）を無作為に 3 反復として設け、試験区とした。

なお、以下の試験での供試水稲品種と種子の調整は試

験 1と同様とした。

2) 供試除草剤

秋田県における直播栽培で最も広範囲に用いられて

いる一発処理型除草剤である、ピリミノバックメチル

・ブロモブチド・ベンスルフロンメチル・ペントキサ

ゾン水和剤（以下、PBBP 水和剤）を、同剤の処理早

限のイネの 2.5 葉期にあたる 6 月 1 日に、製品量で

0.5 ml m-2
を約 5 cmの水深で処理した（第 2-1表）。

試験期間中、試験区の減水深は 1 cm日

-1
以下であっ

た。無処理区では随時手取り除草を行い、雑草害によ

る分げつ発生の抑制を防いだ。

3) 分げつ発生調査

試験区内の連続するイネの 10 個体に節位別に異な

る色のリングを付けて区別し、分げつの次位、節位を、4

葉期を超えた 2005年 6 月 10 日から 7 月 15日まで調

べた。分げつ茎の呼称は、第１葉（不完全葉）の基部

から発生した分げつを第１節からの１次分げつとした

（星川 1975）。発生した１次分げつの節位毎に 2 次分

げつを区別し、2 次分げつの発生数は 1 次分げつから

の発生節位を無視して一括して示した。分げつの発生

頻度は、分げつの総発生数を調査個体数で除して 100

を乗じて求めた。分げつの有効化率は、有効分げつ総

数を分げつ発生総数で除して 100を乗じて求めた。

4) 気温測定

播種後から除草剤処理時期の気温測定には、試験場

内に設置されている気象観測装置を用いた。播種翌日

から 10 日間の平均気温は、湛水直播水稲の出芽速度

および苗立ち率に影響を及ぼす（三浦ら 2006）こと

から、毎時の測定の平均値として日平均気温を求め、10

日間の平均気温として示した。

試験 2 剤型および種類を異にする一発処理型除草剤

の分げつ発生への影響

秋田県の生産現場において用いられているイネ 2 葉

期または 2.5 葉期を処理早限とする剤型と成分を異に

する 4 種類の一発処理型除草剤を用いて、第 2 節、第 3

節からの 1次分げつ発生の抑制における剤型および成

分の影響の差異を解析する。

1) 耕種概要

試験は 2007 年に秋田県農林水産技術センター農業

試験場（秋田市雄和）の圃場で、気温の測定を含めて

試験 1 と同様の手順で行った。播種は 5 月 12 日とし

た。

2) 供試除草剤

試験１で使用した PBBP 水和剤と同成分で剤型の

異なる１キロ粒剤（以下、PBBP 粒剤）および秋田県

の水稲直播栽培での使用頻度の高い一発処理型除草剤

である２種の 1キロ粒剤のシハロホップブチル・ピラ

ゾスルフロンエチル・ブロモブチド・メフェナセット

1 キロ粒剤（以下、CPBM 粒剤）、カフェンストロー

ル・ダイムロン・ブロモブチド・ベンスルフロンメチ

ル 1 キロ粒剤（以下、CDBB 粒剤）を、第 II-1 表に示

す条件で処理した。これらの除草剤において、イネの

分げつ抑制に影響があると思われる成分は、雑草ヒエ

秋田農試研究報告 第 53 号（2013）
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揮のための合理的雑草防除体系に関する研究

に有効であるピリミノバックメチル、ペントキサゾン、

カフェンストロール、メフェナセットと、多年生雑草

等に有効であるベンスルフロンメチル、ピラゾスルフ

ロンエチルである。

供試剤の処理早限にあたるイネ 2 葉期は 5 月 28

日、イネ 2.5 葉期は 5 月 30 日であった。処理時の水

深は、秋田県農作物病害虫・雑草防除基準（秋田県

2011）によって水和剤は約 5 cm、粒剤は約 3 cmとし

た。対照として無処理区を設置した。無処理区は随時

手取り除草を行い、雑草害による分げつ発生の抑制を

防いだ。無処理区ではイネ 2葉期に水和剤の試験区と

合わせて水深 5 cmとした。試験期間中、試験区の減

水深は 1 cm日

-1
以下であった。

3) 分げつ発生と生育の調査

試験区内の連続するイネの 10 個体について、第 4

節からの 1 次分げつの発生を確認した後の有効茎決定

期である 6 月 19日に、葉齢と第 2、3節の 1 次分げつ

の発生数を調査した。また、最高分げつ期である 7 月

13日に、試験区枠内の 2条各 30 cmを対象に上記の 10

個体を含むイネの茎数を調査した。

試験 3 一発処理型除草剤の吸収が促進される条件で

の節位別分げつへの抑制

気温の高い条件下でイネによる除草剤の吸収が促

進され、薬害が助長されることを想定し、ガラス室内

で圃場条件より高い気温を設定し、秋田県の生産現場

で用いられているイネ 2.5葉期を早限とする 2 種類の

一発処理型除草剤のイネの第 2 節、第 3 節からの 1次

分げつの発生への影響を解析する。

1) 栽培概要

農業試験場のガラス室において、2006 年 5 月 13

日に、縦 48 cm×横 29 cm×高さ 15 cmのプラスチッ

ク製バット内に試験 1、2 で使用した水田からの土壌

を無施肥で代かき後に充填し、播種深度 5 ～ 10 mm

で 1.5 cmの間隔として 1列に 25粒ずつ条播し、播種

した籾数の 10 ％が出芽した時点から約 1 cmの湛水

とした。試験は 3反復とした。

2) 供試除草剤

試験 1、2 で用いた除草剤から、秋田県の直播栽培

において長期間、広範にわたり使用されている PBBP

水和剤と CPBM粒剤を選び製品量で各 0.5 ml m-2
、1 g

m-2
を処理早限のイネ 2.5葉期にあたる 5 月 22日に処

理した（第 2-1 表）。処理時の水深は約３ cm とし、

その後も同じ水深を保った。対照として無処理区を 3

反復設置し、随時手取り除草を行い、雑草害による分

げつ発生の抑制を防いだ。

3) 分げつ発生と茎数の調査

各試験区の連続するイネの 10 個体について第 2、3

節からの 1 次分げつの発生と茎数を播種から 7 月 12

日まで調査した。実際には 6 月 23 日まで分げつの発

生が見られた。イネ 1 個体あたり茎数として、10 個

体の茎数の合計を 10で除して求めた。

4) 気温測定

ガラス室内に設置したデータロガー（おんどとり

TR-71U、株式会社ティアンドディ社製）を用いて測

定した。

試験 4 一発処理型除草剤による第 2 節からの 1 次分

げつ発生の抑制程度がイネの収量および玄米品質に及

ぼす影響

3種類の一発処理型除草剤を用いて、第 2 節からの 1

次分げつ抑制の程度が異なる圃場条件下の直播イネに

おける玄米収量および玄米の品質の差異を、玄米整粒

率を指標として解析する。本試験により、秋田県の直

播栽培における目標収量 570 g m-2
を、玄米の品質を

高く維持して確保するには、第 2節からの 1 次分げつ

による有効穂が重要であることを実証する。

1) 耕種概要

試験は 2011 年に秋田県農林水産技術センター農業

試験場（秋田市雄和）の圃場で、気温の測定を含めて

試験 1 と同様の手順で行った。播種は 5 月 10 日とし

た。

2) 供試除草剤

試験 1、試験 2 で第 2 節からの 1 次分げつの発生

を抑制した PBBP水和剤、同成分の PBBP粒剤、対照

区として試験 2で使用し第 2節からの 1 次分げつの抑

制がほとんど見られなかった CDBB 粒剤を選び、第

2-1 表の条件で処理した。除草剤処理時の水深は、秋

田県農作物病害虫・雑草防除基準（秋田県 2011）に

よって水和剤では約 5 cm、粒剤では約 3 cmとした。

試験期間中、試験区の減水深は 1 cm日

-1
以下であっ

た。

対照区としての除草剤無処理区を設けず、また除

草剤を処理した試験区に雑草は残存せず、分げつ抑制

に影響しないと判断して手取り除草を実施しなかっ

た。

3) 分げつ発生と生育の調査

試験区内の連続するイネの 10 個体について、第 4

節からの 1次分げつの発生を確認した後の有効茎決定

期である 6 月 22 日に、葉齢と第 2 節、第 3 節の 1 次
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分げつの発生数を調査した。また、最高分げつ期であ

る 7 月 15日と、穂揃い期である 8 月 15日に、試験区

内の２条各 30 cmを対象に上記の 10個体を含むイネ

の茎数および穂数を調査した。

4) 収量と玄米品質の調査

試験区内の分げつを調査した 10 個体を含む、2 条

30 cmのイネを株元から刈り取り、乾燥調整後に粒厚

1.9 mm以上の精玄米重を水分 15.0 ％に換算して収量

を算出した。株式会社サタケ製穀粒判別器 RGQI10A

を用いて、得られた精玄米における整粒の粒数割合（以

下、整粒率）を測定した。

2-4.結果および考察

1) 播種翌日から 10日間の日平均気温および処理時の

気温

播種翌日から 10日間の平均気温の平均値は、試験 1

では 13.6 ℃、試験 2では 13.5 ℃、試験 4 では 15 ℃

で、播種早限とされる 12 ℃よりは高く、好適出芽・

苗立ちとなる 14 ℃（秋田県農林水産部農林水産部水

田総合利用課農産・複合推進班 2011）に近かった。

試験 3では 20.3℃で、14 ℃からは 6.3 ℃高くなった。

すなわち、4 試験とも低温により出芽が抑制される温

度条件では無かった。また、除草剤処理日の日平均気

温は、試験 1 で 23.2 ℃、試験 2 のイネ 2 葉期処理で

13.4 ℃、イネ 2.5葉期処理で 19.0 ℃、試験 4ではイ

ネ 2葉期処理で 13.8℃、イネ 2.5葉期処理で 16.1℃。

試験 3 は 26.6 ℃であったことから、異常な低温や高

温の問題は無かった。試験 3では他の試験に比較して

相対的に高い温度が得られた。

2) 次位・節位別の分げつ発生と有効化率 (試験 1)

PBBP水和剤区および無処理区とも第 2 節からの１

次分げつの発生を 6 月 17 日に確認した。その後も分

げつ発生は続き、両試験区において 3次分げつの発生

を 7 月 15 日の調査まで確認した。10 個体の分げつ発

生総数は PBBP水和剤区で 92本、無処理区で 97本と

同等で（第 2-2 表）、これまでの薬害の評価法では薬

害が無いと判断する結果である。

第 2-2 表 除草剤処理が直播イネの分げつの発生および有効

化、高品質米生産に寄与する分げつ数とその有効化率に及ぼ

す影響（試験 1、 2005年）

試験区

PBBP水和剤区 92 (8.2) N.S. 67 (7.5) N.S. 42 (3.2) * 72.8 (1.8) N.S.

無処理区 97 (10.7) 73 (10.3) 52 (3.8) 75.3 (3.3)

1)分げつ発生数および分げつ有効化数は主茎を除く10個体あたりの数値。

2)高品質米生産に寄与する分げつは，有効化した第2節～5節からの1次分げつ，第2節からの1次分げつ

　からの2次分げつとした。

3)有効化率=有効分げつ総数÷分げつ発生総数×100として求めた。

4)カッコ内は標準誤差を示す（n=3）。

5)無処理との比較で，* は5%水準で有意なことを，N.S.は有意差の無いことを示す(t検定)。

有効化総数

高品質米生産に

寄与する分げつ

2)
有効化率

4)

(本 ） (本 ） (本） (%）

分げつ発生総数

一方、次位・節位別の分げつの発生頻度は（第 2-1

図）、1次分げつでは、PBBP水和剤区の第 2 節では 60

％に、無処理区と比較して有意に減少した。1 次分げ

つ第 3 節から第 6 節ではほぼ 100 ％となり、無処理

区と同等であった。第７節からの発生頻度は PBBP水

和剤区で多い傾向であった。2 次分げつでは、第２節

からの１次分げつから発生した分げつの発生頻度が無

処理区の 223 ％に対して処理区では 124 ％と有意に

低下した。このことは、第２節からの 1 次分げつ発生

数の違いに起因していた。

第 2-2 図には次位・節位別分げつの有効化率を示

した。1 次分げつでは第 2 節から第 5 節までは平均約

95 ％の有効化率で、処理の影響は認められなかった。

第 6 節ではやや低下して、第 7 節では 50 ％以下とな

り、2 次分げつでは各節位とも 1 次分げつより低いも

のの、同様に処理の影響は認められなかった。

PBBP水和剤の処理早限における処理によって第 2

節からの 1次分げつの発生が抑制され、一方で高節位

である第７節からの 1次分げつ発生数が増加した。こ

のことは茎数の補償作用が働いた結果（梅津ら 1992、

藤田 2000）と考えられた。

若松ら（2006） は直播水稲の穂相について解析し、

第７節からの 1次分げつおよび、同伸葉同分げつ理論

より第 7 節からの 1次分げつと同時に発生すると考え

られる 2 次分げつの穂への有効化率は 60 ％以下であ

り、また、高節位および２次分げつが有効化した穂で

は、低節位の 1次分げつに比べて１穂あたりの玄米重

量は少なく、タンパク質含有率は高くなる傾向にある、

としている。本試験でも PBBP水和剤区で増加した第

７節からの 1次分げつは有効化率では無処理区より低

下し、高品質米生産に寄与する分げつとして期待でき

ない。試験 1 では収量の調査を欠くが、PBBP水和剤

区において高品質米生産に寄与する穂となる分げつが

減少した(第 2-2 表)。分げつ数の減少は、その後の１

穂着粒数の増加や出穂期以降の気象の推移などの要因

により収量の減少をもたらさない場合もあるが、寒冷

地での高品質米安定生産の観点からは第２節からの 1

次分げつの不足は薬害の一つとするべきである。

3) 剤型と成分組成を異にする一発処理型除草剤の分

げつ発生への影響(試験 2）

第 2-3 表に第 2 節、第 3 節からの１次分げつの発

生頻度を示した。無処理区での発生頻度は、第 2 節か

らが 50 ％、第３節からが 73 ％と、試験１に比べて

低下した。イネ 2.5 葉期の除草剤処理翌日に 27 mm

日

-1
の降雨（アメダスデータ大正寺 2007年 5 月 31日）

があった。試験区はプラスチック段ボール製の枠を挿

入して設置したため、畦畔漏水の影響をほとんど受け

ないことから、水深が増した状態が数日間続いた。直
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□除草剤 PBBP水和剤区、 無処理区

第 2-1図 一発処理型除草剤の処理が直播イネの分げつの節位別構成へ及ぼす影響（試験 1、 2005年）

1)分げつの発生頻度=分げつの発生数÷調査個体数× 100として求めた。

2)図中の＊は試験区間で 5 ％水準、† は 10 ％水準で有意差のあることを示す。無印は有意差のないことを示す（t 検定）。

3)図中の縦棒は標準誤差を示す(n=3）。

第 2-2図 一発処理型除草剤の処理下での直播イネの分げつの有効化の次位・節位別変動（試験 1、 2005年）

1)各次位節位分げつの有効化=各次位節位の有効分げつ数÷各次位節位の分げつ発生数× 100として求めた。

2)図中の縦棒は標準誤差を示す(n=3）。
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播イネでは葉齢 2.2前後に湛水深が 5 ㎝から 4 ㎝増加

すると第 2 節からの 1 次分げつの発生率が低下する

（佐々木ら 2002）とされていることから、本試験で

は測定値を欠くものの除草剤処理後の止め水期間内に

圃場全体で水深が深くなったため、その影響を受けた

ものと考えられた。

第 2-3表 剤型と種類を異にする除草剤の処理による

直播イネの低節位の 1次分げつ節位別発生への影響

（試験 2、 2007年)

PBBP水和剤 3 (3) b 43 (20) a

PBBP粒剤 40 (10) ab 57 (12) a

CPBM粒剤 23 (3) ab 67 (7) a

CDBB粒剤 43 (30) a 67 (30) a

無処理 50 (15) a 73 (12) a

1)分げつ発生は6月19日に調査した。

2)分げつの発生頻度=分げつの発生数÷調査個体数

  ×100として求めた。

3)カッコ内は標準誤差を示す（n=3）。

4)各節の異なるアルファベットは試験区間に

  Tukey法で5%水準で有意差のあることを示す。

試験区
発生頻度(%)

2)

第2節 第3節

１次分げつの

第 2節からの 1 次分げつの発生頻度は、PBBP水和

剤区で無処理区より有意に、また、他剤より著しく低

下した。統計的に有意ではないが第 3 節からの発生頻

度も低い傾向にあった。PBBP 水和剤区で、同じ成分

で剤型が異なる PBBP粒剤区よりも第 2 節からの 1 次

分げつの発生頻度が低下したのは、秋田県農作物病害

虫・雑草防除基準（秋田県 2011）に準じて、水和剤

処理時の水深を粒剤よりも約 2 ㎝深い 5 ㎝にしたこ

とも一因と考えられた。しかし PBBP粒剤区では、第 3

節からの１次分げつ発生がやや少ない傾向であったこ

とを考慮すると、PBBP 両剤に共通する成分が強く関

与したものと推察された。CPBM 粒剤区では、有意

差は見られなかったが、第 2 節からの 1次分げつ発生

頻度が低下した。CPBM 粒剤の有効成分のうち、ブ

ロモブチドを含まない混合剤であるピラゾスルフロン

・メフェナセット・シハロホップ粒剤（有効成分含有

率：0.3 ％・7.5 ％・1.5 ％。10 aあたり使用量 1kg）

のイネ 2.0 葉期処理で、出芽と草丈および葉齢の強い

抑制がみられている（須田・三浦ら 1999）。また、2011

三浦 ： 高品質米安定生産を目指す秋田県の水稲湛水直播における一発処理型除草剤の性能の完全発

揮のための合理的雑草防除体系に関する研究
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準において CPBM 粒剤の処理早限はイネの葉齢 2.0

（秋田県 2011）であるが、同剤が初めて掲載された 2007

年の防除基準（秋田県 2007）においては、イネへの

安全性を考慮して処理早限は葉齢 2.5 とされていた。

すなわち、CPBM 粒剤区では、ピラゾスルフロン・

メフェナセット・シハロホップ粒剤と CPBM 粒剤に

共通する成分により分げつが抑制されたと推察され

た。CDDB 粒剤区では第 2 節からの 1次分げつの発生

頻度は供試除草剤の中で最も高く、無処理区と同等で

あった。

第 2-4 表 剤型と種類を異にする除草剤の処理による直播イ

ネの有効茎決定期の葉齢および最高分げつ期の茎数への影響

（試験 2、 2007年）

4) イネの有効茎決定期の葉齢および最高分げつ期の

茎数(試験 2）

第 2-4表に有効茎決定期の 2007年の 6 月 19日のイ

ネの葉齢と、最高分げつ期である 7 月 13 日の茎数を

示した。処理区の葉齢は 6.4 ～ 6.7 の範囲で、無処理

区と同等であり、イネの葉齢進展に除草剤の剤型と成

分組成の影響は認められなかった。茎数は、PBBP 水

和剤区において 523 本 m-2
と、有意差はないものの

無処理区と比較して 24 ％減少した。

秋田県における目標収量 570 g m-2
のための最高分げ

つ期に確保すべき茎数は 600 本 m-2
で、下限 500 本

m-2
、上限 700本 m-2

とされており（三浦ら 2007）、PBBP

水和剤区の茎数は下限値に近く、収量の減少が懸念さ

れる値であった。

前項で述べたように、PBBP水和剤区では第 2節か

らの 1次分げつの発生が強く抑制され、第 3節からの

1 次分げつの発生も少ない傾向であったことから、こ

れらの節位から発生する 2次分げつも減少したためと

考えられた。また、試験２では、第 4節からの 1 次分

げつより後に発生する分げつ調査を欠くが、PBBP 水

和剤処理のために湛水深を増した影響が強く、試験１

で見られた高節位および高次位の分げつの発生によ

る、補償作用による茎数の回復が無かったと推察され

る。剤型を異にする PBBP粒剤では有意差は無いもの

の無処理区と比較して 12 ％減少した。前項で述べた、

第 2節、第 3節からの 1 次分げつ発生の減少傾向が茎

数に影響したと考えられた。他の粒剤の処理区での茎

数は無処理区と同等であった。

試験区 対無処理区比(%)

PBBP水和剤 6.5 a 523 (37) a 76

PBBP粒剤 6.4 a 605 (18) a 88

CPBM粒剤 6.5 a 721 (70) a 105

CDBB粒剤 6.7 a 664 (47) a 96

無処理 6.6 a 689 (32) a 100

1)葉齢は6月19日に，茎数は7月13日に調査した。

2)カッコ内は標準誤差を示す(n=3)。

3)同一アルファベットは試験区間にTukey法で5%水準で有意差の無い

   ことを示す。

茎数(本m

-2

）
葉齢

試験 2 の結果から、湛水土中直播水稲において一

発処理型除草剤の種類により収量と品質の面から重要

な穂となる第 2節からの 1次分げつ発生の抑制程度が

異なることが明らかとなり、抑制された場合には最高

分げつ期の茎数が減少する傾向となることが示され

た。本試験では、次位・節位別の分げつの有効化の調

査を欠くが、高品質米生産に寄与する分げつの発生が

抑制され、最高分げつ期の茎数も不足する生育相をも

たらす可能性のある種類の一発処理型除草剤について

は、使用時期を含めた安全使用に十分に留意する必要

がある。

5) ガラス室内での高温条件下での節位別分げつの発

生抑制（試験 3）

圃場での試験 1、試験 2 に比べてそれぞれ 3.4 ℃、

7.6 ℃高い条件下での PBBP水和剤および CPBM粒剤

処理区における第 2節、第 3節からの 1 次分げつの発

生頻度は無処理区と同等で、圃場での試験 1、試験 2

で観察された PBBP水和剤による低節位 1 次分げつの

発生の抑制は認められなかった（第 2-5 表）。茎数の

推移は、分げつ開始時期にあたる 6月 6 日では CPBM

粒剤処理区や無処理区に比べて PBBP水和剤処理区で

第 2-5表 相対的な高温条件下での直播イネの低節

位の 1次分げつ発生に及ぼす一発処理型除草剤の

影響（試験 3、 2006年）

第 2-3 図 相対的な高温条件下での直播イネ１個体あたりの

茎数に及ぼす除草剤処理の影響（試験 3、 2006 年）

1)播種翌日からの 10日間の日平均気温は 20.3℃、一発処理

型除草剤処理日の日平均気温は 26.6℃であった。

2)イネ 1 個体あたりの茎数は 10個体の茎数の合計を 10で除

して求めた。

PBBP水和剤 83 (8.8) a 83 (6.7) a

CPBM粒剤 93 (3.3) a 93 (6.7) a

無処理 97 (3.3) a 87 (8.8) a

1)播種翌日から10日間の日平均気温20.3℃，一発処理

　型除草剤を処理した日(5月22日）の平均気温は26.6℃

　であった。

2)分げつの発生頻度=分げつの発生数÷調査個体数

  ×100として求めた。

3)カッコ内は標準誤差を示す。

4)各節の同一アルファベットは試験区間にTukey法で 5%

　水準で有意差の無いことを示す。

発生頻度(%)

2)

第2節 第3節

試験区

1次分げつの

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5
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イ
ネ

１
個

体
あ

た
り

の
茎

数
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やや少ないが、分げつ発生が終了した 6 月 23 日には

他の区と同等になった（第 2-3図）。

試験 3 は、試験 1、試験 2 より高い気温条件下で

イネの除草剤吸収が促進され、分げつ発生の抑制が助

長されることを想定して、ガラス室内で実施した。し

かし、本試験では、供試除草剤の分げつ発生に対する

影響は認められず、このことは 26 ℃程度の気温条件

がイネの除草剤吸収よりは、分げつ発生を促進する方

向に作用したものと考えられた。一方、「散布後著し

い高温が続く場合、初期生育が抑制される」といった

注意事項が、多くの種類の一発処理型除草剤の使用基

準に記載されていることから、上記に関与する気温の

限界値や変温の影響などについて、今後さらに検討を

要する。

6) 剤型と成分組成を異にする一発処理型除草剤の分

げつ発生への影響（試験 4）

第 2-6 表に、収量と玄米品質への影響に関する試

験 4 での第 2 節、第 3 節からの 1 次分げつの発生頻度

を示した。第 2 節からの 1 次分げつの発生頻度は、

PBBP 水和剤区と同粒剤区で、CDBB 粒剤区より有意

に低下した。PBBP 水和剤区と同粒剤区では有意差は

無いが、PBBP水和剤区で低下した。第 3 節からの発

生頻度は 3 試験区とも同等であった。第 2 節からの 1

次分げつの抑制は、PBBP水和剤区、同粒剤区、CDBB

粒剤区では試験 2と同様の状況を設定できた。

第 2-6表 直播イネの収量と品質への影響に関する

試験における剤型と種類が異なる除草剤処理による

イネの低節位の 1次分げつ節位別発生への影響(試験 4)

7) 有効茎決定期のイネの葉齢および最高分げつ期の

茎数(試験 4）

第 2-7表に有効茎決定期の 2011年の 6 月 22日のイ

ネの葉齢と、最高分げつ期の 7 月 15 日の茎数を示し

た。除草剤処理区の葉齢は 6.4 ～ 6.5 の範囲で、3 試

験区で同等であり、イネの葉齢進展に除草剤の剤型と

成分組成の影響は認められなかった。茎数は、試験 2

に比較して全試験区で著しく減少し、3つの試験区で、

目標収量 570 g m-2
のために最高分げつ期に確保すべ

き茎数の下限 500 本 m-2
(三浦ら 2007）を下回った。

PBBP水和剤 16 (3) b 59 (7) a

PBBP粒剤 22 (2) b 52 (8) a

CDBB粒剤 42 (4) a 62 (13) a

1)カッコ内は標準誤差を示す（n=3）。

2)分げつの発生頻度=分げつの発生数÷調査個体数

  ×100として求めた。

3)各節の異なるアルファベットは試験区間にTukey法で

  5%水準で有意差のあることを示す。

試験区

1次分げつの

発生頻度(%)

2)

第2節 第3節

PBBP水和剤区では 352本 m-2
と有意差はないものの、

他の 2 試験区と比較して 50 ～ 60 本 m-2
程度減少し

た。試験 4において、最高分げつ期の茎数が減少した

要因としては、2011年 6 月 23 日、24 日、27 日のそ

れぞれ 93.5 mm、105.5 mm、64.5 mmの降水量（気象

庁気象統計情報 /日ごとの値/大正寺/2011 年/6 月）に

よる水深の増加が考えられた。すなわち 6 月 23日、24

日の豪雨の後 6 月 25 日に圃場を排水し水深を低下さ

せたが、試験区においては、枠を設置しているため、

測定値を欠くものの水深の減少は緩やかとなった。ま

た、27日にも 64.5 mmの降雨があった。直播栽培に

おいて、イネ 8 ～ 9 葉期にあたる 6 月下旬から 7 月上

旬に 15 ㎝の湛水深を保つと、高次位・高節位の分げ

つの発生が抑制され、分げつ発生総数は 25 ％減少す

る（三浦ら 2008）とされている。本試験区内では降

水量から推察すると湛水深が 15 ㎝以上となり、分げ

つの発生が抑制されたと考えられた。茎数は減少した

ものの、試験区間の比較では試験 2と同様の状況を設

定できた。

第 2-7表 剤型と種類を異にする一発処理型除草剤に

よる有効茎決定期の直播イネの葉齢および最高分げつ

期の茎数への影響（試験 4、2011年）

第 2-8 表 剤型と種類を異にする一発処理型除草剤による直

播イネの穂数および収量・整粒率への影響（試験 4、2011年）

8) イネの穂数および精玄米重と整粒率（試験 4）

第 2-8表に穂揃い期の 2011年 8 月 15日のイネの穂

数と、精玄米重を示した。穂数は、試験 4の 3試験区

において有意差はないものの、第 2節からの 1次分げ

つへの抑制程度が大きかった PBBP水和剤では、抑制

程度が小さかった CDBB 粒剤区と比較して、17 ポイ

ント減少した。PBBP 粒剤では、最高分げつ期の茎数

は CDBB 粒剤区と同等であったが、穂数は CDBB 粒

剤区と比較して 10 ポイント減少した。このことは、

試験区

  PBBP水和剤 6.5 a 352 (39) a

　PBBP粒剤 6.5 a 426 (86) a

　CDBB粒剤 6.5 a 422 (58) a

1)葉齢は6月22日に，茎数は7月15日に調査した。

2)カッコ内は標準誤差を示す(n=3)。

3)同一アルファベットは試験区間に Tukey法で5%水準で

 有意差の無いことを示す。

葉齢
茎数(本m

-2

）

試験区

　PBBP水和剤 320 (20) N.S. 462 (31) N.S. 84 （0.1) *

　PBBP粒剤 348 (68) N.S. 486 (93) N.S. 86 (1.3) N.S.

　CDBB粒剤 387 (52) 628 (56) 87 (0.5)

1)穂数は穂揃い期の8月15日に調査した。

2)カッコ内は標準誤差を示す（n=3）。

3)表中＊はDunnet法でCDBB粒剤を対照として，5%水準で有意差のあることを，N.S.

　は有意差の無いことを示す。

4)整粒率は株式会社サタケ製穀粒判別器RGQI10Aにより測定した。

穂数（本m

-2

） 精玄米重（ｇm

-2

）
整粒率（%）
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有効化率の高い低節位の分げつ発生が抑制されたこと

による推察された。すなわち、試験 4における各試験

区での穂数は第 2節からの 1次分げつの発生頻度と強

く関連していた(第 2-4 図)。精玄米重は、PBBP 水和

剤、同粒剤で CDBB 粒剤と比較して有意差はないも

のの目標とした 570 g m-2
には達しなかった。一方、

CDBB 粒剤区で 628 g m-2
と目標の 570 g m-2

を確保で

きた。直播栽培において、収量・品質に寄与する分げ

つを確保し、深水処理により高次位・高節位の分げつ

の発生を抑制した場合には、1 穂籾数が増加して総籾

数の増加により、増収することが明らかとなっている

（三浦ら 2008）ことから、CDBB 粒剤区では 6 月下

旬の降雨により同様の状態になったと推察された。

第 2-4図 剤型と種類を異にする一発処理型除

草剤による直播イネの第 2節からの 1次分げつ

の抑制と穂数との関係（試験 4、2011年）

第 2-5図 剤型と種類を異にする一発処理型除

草剤による直播イネの第 2節からの 1次分げつ

の抑制と精玄米重との関係（試験 4、2011年）

精玄米重も第 2節からの 1次分げつの発生頻度と強

く関連していた（第 2-5 図）。玄米の整粒率は、3 試

験区とも 80 ％以上となり、高い値となった。その中

の比較ではあるが、玄米の整粒率も第 2節からの 1次

分げつの発生頻度と強く関連していた（第 2-6図）

以上のことから湛水直播栽培において、ある種の一

発処理型除草剤の早限処理に起因する第 2 節からの 1

次分げつへの抑制が起きて、特に高次位・高節位の分

げつの発生が低下した場合には、収量と品質の低下が

もたらされることが明らかになった。本試験で用いた
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PBBP 水和剤、同粒剤の使用にあたっては、早限での

処理を避ける除草体系が必要になると考えられた。

第 2-6図 剤型と種類を異にする一発処理型除

草剤による第 2節からの１次分げつの抑制と玄

米の整粒率との関係（試験 4、2011年）

2-5.小括

以上の 4 試験から、水稲の湛水土中直播栽培にお

いて、一発処理除草剤をその処理早限のイネ 2 ～ 2.5

葉期に使用した場合、収量と品質に寄与する分げつと

して重要な第 2節からの 1次分げつの発生の抑制が、

播種後の苗立ちや初期生育に影響のない気温条件でも

起き得ること、その抑制程度は除草剤の成分、種類、

気象条件や、水深などにより変動することが明らかに

なった。また、湛水直播栽培において収量および品質

を向上させるためには、第 2 節からの 1次分げつの発

生の抑制を回避して、穂数を確保することが重要であ

る。これまでの苗立ち数および茎数に基づく薬害評価

に加えて、第 2節からの 1次分げつの発生の抑制程度

を指標とすることは、寒冷地北部に位置する秋田県の

水稲直播栽培において、高品質米安定生産に寄与する

分げつの安定確保の技術確立のために重要であると考

えられる。

一発処理型除草剤は湛水直播栽培での雑草防除体

系の基幹技術である。しかし、ある種類の一発処理型

除草剤使用による第 2節からの 1 次分げつの発生抑制

を防ぐために、これに対応した雑草防除技術が必要で

ある。今後はさらに第 2節からの 1 次分げつの発生を

抑制する一発処理型除草剤の薬害を回避できる条件お

よび使用方法の確立、落水期間に使用可能な除草剤や

高葉齢の雑草に適用可能な除草剤の開発・実用化、初

期除草剤の前処理による一発処理型除草剤のイネの 4

～ 5 葉期処理などの新たな体系の確立を通して、高品

質米生産に資する除草体系の確立が必要である。
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三浦 ： 高品質米安定生産を目指す秋田県の水稲湛水直播における一発処理型除草剤の性能の完全発

揮のための合理的雑草防除体系に関する研究

3 水稲湛水土中直播栽培水稲湛水土中直播栽培水稲湛水土中直播栽培水稲湛水土中直播栽培におけるにおけるにおけるにおける一発処理型除草一発処理型除草一発処理型除草一発処理型除草

剤剤剤剤のののの使用条件拡大使用条件拡大使用条件拡大使用条件拡大のためののためののためののための初期除草剤初期除草剤初期除草剤初期除草剤ピラゾレートピラゾレートピラゾレートピラゾレート粒粒粒粒

剤剤剤剤のののの少量散布少量散布少量散布少量散布

3-1.抄録

直播栽培における一発処理型除草剤の農薬登録上

の使用時期の早限は、多くの剤で薬害のおそれのない

イネ 2 葉期とし、雑草ヒエの枯殺限界葉齢の 2.5葉期

を処理晩限としている。秋田県では、播種期の低い気

温条件下でイネの出芽と生育が雑草ヒエのそれより遅

延するため、この日数がしばしば 1日となり、晩限を

超えて散布される場合には除草効果が不十分となる。

そのため、残存した高葉齢の雑草ヒエなどの枯殺のた

めに中・後期除草剤の追加・複数回使用が必要とな

り、直播栽培の雑草防除における省力化を阻む大きな

要因となっている。まず、播種後に使用可能な初期除

草剤を少量散布することにより初期の雑草の発生と生

育を抑制し、一発処理型除草剤の使用可能期間（日数）

を拡大させて、十分な除草効果を発揮させることを検

討した。イネへの安全性が高く、雑草ヒエやイボクサ

に効果を示し、播種直後からイネ 1葉期までに散布す

る初期除草剤ピラゾレート粒剤を用いた少量散布につ

いて検討した。

その結果、ピラゾレート粒剤の、農薬登録での 3 kg

（製品量）/10 aの半量をイネの出芽始期に湛水条件

で処理することにより、その後に処理する一発処理型

除草剤の使用可能日数が、単独使用の場合の 1日から

8 日以上に拡大した。散布量の低減（少量 1 区）によ

る除草効果の低下は初期除草剤の効果の許容範囲内で

あり、残存した雑草は一発処理型除草剤の性能の発揮

により枯殺され、中・後期除草剤の追加散布の省略が

可能になった。また、一発処理型除草剤の効果の不安

定性が危惧される、転換畑からの復元田における無代

かき直播栽培圃場や、本体系を試行した生産者圃場に

おいて実際に本研究成果の安定性と実用性を確認し、

普及可能な技術であることを示した。

ピラゾレート粒剤の製造・販売企業が本結果に着目し

て農薬登録に取り組み、全国の公立農業関係試験研究

機関による効果・薬害に関する適用性試験を経て、

2009年 6 月に 10 aあたりの使用量 1.5 kg（少量散布）

として農薬登録された。

3-2.はじめに

秋田県の水稲直播栽培においては、播種後のイネ

の葉齢より雑草ヒエの葉齢が速く進展するため（三浦

2010）、一発処理型除草剤のイネに対する安全性と除

草効果が両立する使用可能期間（日数）が、1 ～ 4 日

と短くなることがある（田口ら 2003、秋田県農林水

産技術センター農業試験場において、財団法人日本植

物調節剤研究協会から受託している水稲新除草剤第二

次適用性試験の調査結果）。その場合、生産現場では

雑草の枯殺限界を超えて除草剤が散布されることがし

ばしば起こり、直播栽培における雑草防除の効果不安

定要因の一つとなっている。

一発処理型除草剤より使用時期が早く、残効性が

短く、制御可能な雑草種が少ないという特徴で区分さ

れる初期除草剤のいくつかの剤が直播水稲に農薬登録

されている。その中で、ピラゾレート粒剤（有効成分

含有率：10 ％）はイネに対する安全性が高く（石田

ら 1984）、雑草ヒエ（石田ら 1984、 藤田 1999）や直

播栽培で問題となるイボクサ（荒井ら 2007）に対す

る効果も高い。一方で、農薬登録での使用量（製品）

が 10 aあたり 3 kgで 1キロ粒剤およびフロアブル剤

の使用量の 3～ 6倍になること、および初期除草剤の

中では価格が高いことが作業性およびコスト面での課

題となり、本剤は現場で利用されにくい実態にある。

そこで、移植栽培ではいくつかの初期剤の使用方法に

採用され、「水稲用除草剤では、フロアブル剤などの

散布液を通常使用量よりも少なく散布する使い方のこ

とをいう。初期剤や初期一発処理剤を前処理剤として

少量散布し、一発剤や中期剤を体系処理して利用され

る。（独立行政法人 農業・生物系特定産業技術研究機

構 2006）」を内容とする少量散布の、湛水直播栽培へ

の応用を発想した。すなわち、湛水直播栽培での一発

処理型除草剤の使用可能期間（日数）を、単用した場

合の 1 ～ 4 日から拡大して除草効果の安定化をはかる

ことを目的に、初期除草剤ピラゾレート粒剤を従来の

使用基準における使用量の半量に相当する 10 ａあた

り 1.5kgで少量散布した場合の適用性を調査した。

一発処理型除草剤の使用可能期間拡大の目的での

ピラゾレート粒剤の少量散布を普及技術とするために

は、無代かき栽培など除草剤の効果が低下する可能性

のある条件での効果の変動を検討する必要がある。秋

田県では、2009年度で約 37 ％に達した水田転作面積

率（秋田県農林水産部水田総合利用課調べ 2010）に

対応するため、水田への復元時のイネの倒伏軽減と畑

地土壌の特性維持を目的に、無代かき湛水直播栽培が

技術開発された（進藤ら 2009）。一般的に復元田では

畑地化により減水深が増加し（木村 1986、足立 1979）、

無代かき直播栽培とした場合には、代かき直播栽培と

比較して、田面水の縦浸透（山下ら 1994）や漏水（長

野間 1998）も増加し、湛水状態を保つことが難しい。

そのため、復元田では田面水の移動に伴う一発処理型

除草剤の効果の低下が懸念される。

そこで、田面水の移動で一発処理型除草剤の効果
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が変動する恐れのある復元田の湛水直播圃場におい

て、ピラゾレート粒剤の少量散布と一発処理型除草剤

による体系処理による雑草防除の効果に及ぼす代かき

の有無の影響を調査した。さらに、実規模の大区画湛

水直播水田でピラゾレート粒剤少量散布を試行した生

産者から作業性と除草効果に関する情報を収集した。

3-3.材料および方法

試験 1 ピラゾレート粒剤少量散布による除草効果

一発処理型除草剤の性能を最大限発揮できる使用

可能期間（日数）を単用の場合の 1 ～ 4 日から拡大し、

除草効果を安定させることを目的に、使用量（製品）

を 3 g m-2
（10 aあたり 3 kg相当）から 2 g m-2

（同 2 kg

相当）と 1.5 g m-2
（同 1.5 kg相当）へ減量した場合の

ピラゾレート粒剤の除草効果を明らかにする。

1) 耕種概要と試験区の配置

試験は 2007年と 2008年に秋田県農林水産技術セン

ター農業試験場（秋田市雄和）の面積 500 m2
、細粒

質グライ土の水田圃場で行った。2007 年には 5 月 7

日、2008年には 5 月 6 日に代かきを行い、N:6.8 g m-2
、

P2O5：9.1 g m-2
、K2O：8.0 g m-2

を化成肥料で播種時

に側条施肥した。水稲品種「あきたこまち」の種子を

浸漬・催芽後、播種前日に専用コーティングマシンに

より、過酸化カルシウム粉粒剤（成分 16 ％）を乾籾

重比１倍量で粉衣し、乾籾換算で 4 g m-2
を専用播種

機により湛水土中条播として、2007年には 5月 10日、

2008 年には 5 月 9 日に落水状態で播種した。播種後

は落水管理とし、播種した籾数の 10 ％の出芽（秋田

県農林水産部水田総合利用課 2008）を確認した 2007

年 5月 22日、2008年 5 月 17日に再び湛水した（第 3-1

図）。なお、試験 2 での供試水稲品種と種子の調整は

本試験と同様とした。

播種後、塩化ビニル製の畦波シートを用いて 2

m×3 mの、除草剤処理用の試験区を無作為に 2 反復

で設置した。同時に、プラスチック段ボール製枠を用

いて、2007 年にはピラゾレート粒剤散布後の除草効

果調査用に 1 m×1 mの無除草区を無反復で、一発処

理型除草剤散布後の除草効果調査用に 0.5 m×0.5mの

無除草区を 2 反復でそれぞれ設置した。2008 年には

ピラゾレート粒剤と一発処理型除草剤のそれぞれの散

布後の除草効果調査用に、それぞれ 0.5 m×0.5 mの無

除草区を無反復で設置した。

2) ピラゾレート粒剤少量散布と一発処理型除草剤に

よる体系処理

2007 年にはピラゾレート粒剤（有効成分含有率：

10 ％）を再湛水 2 日後（5 月 24日）に、製品量で 1.5 g

m-2
（以下、少量１区と記す）、2 g m-2

（以下、少量 2

区と記す）、3 g m-2
（以下、基準量区と記す）の 3 水

準で処理した。2008 年には、再湛水 5 日後（5 月 22

日）に少量１区のみを設けた。2 カ年とも処理時の水

深は約 3 ㎝とした。体系処理用の一発処理型除草剤

としては、2007 年には、秋田県の湛水直播水稲栽培

で長年使用されているカフェンストロール・ダイムロ

ン・ブロモブチド・ベンスルフロンメチル 1キロ粒剤

（有効成分含有率：3.0 ％、6.0％、6.0％、0.75％、10 a

あたり使用量 1 kg、農薬登録における使用時期：イ

ネ 2 葉期から雑草ヒエ 2.5葉期まで、以下、CDBB 粒

剤と記す） を、使用条件を満たす 6 月 7 日に製品量

で 1 g m-2
を約 3 cmの水深で処理した。2008年には

同水和剤（有効成分含有率：5.5 ％、10.0％、12.0％、

1.4 ％、10 aあたり使用量 500 ml、農薬登録における

使用時期：イネ 2 葉期から雑草ヒエ 2.5 葉期、以下

CDBB 水和剤と記す）を、使用条件を満たす 6 月 6 日

に製品量で 0.5 ml m-2
を約 5 cmの水深で処理した（第

III-1 図）。ピラゾレート粒剤処理区で用いた一発処理

型除草剤のみをイネ 2 葉期で雑草ヒエ 2.5葉期の 2007

年 5 月 28 日と、2008年 5 月 29 日に処理して慣行除

草区とした（第 3-1図）。

第 3-1図 砕土・代かき以降の作業とピラゾレート粒剤の少量散布除草体系

1)除草剤の略号については本文を参照

2)図中のカッコ内のキログラム・ミリリットル表示除草剤（製品）の 10 ａあたりの処理量を示す
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3) 除草効果調査

無除草区で発生した全ての雑草を採取し、草種ごとの

個体数と、80 ℃で 48時間通風乾燥後の地上部乾物重

を測定した。タイヌビエとイヌビエは区別せず「雑草

ヒエ」とした。アゼナ類とミゾハコベを一括して「一

年生広葉雑草」とした。無除草区が 2反復ある場合に

は平均値を用いた。観察のみを行った 2007 年の慣行

除草区を除いて、除草剤を処理した試験区の各雑草の

草種別の地上部乾物重を測定し、無除草区の地上部乾

物重に対する比に 100を乗じた残草率を算出し、除草

効果を評価した。一発処理型除草剤処理前の 2007年 6

月 6 日（ピラゾレート粒剤処理 13日後）と 2008年 6

月 5 日（同処理 16 日後）にピラゾレート粒剤の除草

効果を調査した。体系処理の除草効果を、2007 年に

は一発処理型除草剤処理 27 日後の 7 月 2 日に、2008

年には同処理 24 日後の 6 月 30 日にそれぞれ調査し

た。なお、試験 2での除草効果調査の方法は本試験と

同様とした。

4) イネの生育

一発処理型除草剤の処理直前の 2007年 6 月 6 日に

除草剤処理用の試験区内のイネの苗立ち数を、2 条各

1 mを対象に３反復で調査した。2007年 7月 13日と

2008年 7 月 18日に生育期（最高分げつ期）の茎数を、

各年の成熟期に穂数を、除草剤処理用の試験区の枠内

の条 60 cmを 2 反復で調査した。収量は、同各試験

区の中央部の 3.0 m2
のイネを株元から刈り取り、乾

燥調整後に粒厚 1.9 mm以上の精玄米重を水分 15.0％

に換算して算出した。

試験 2 復元田無代かき、復元田代かき直播栽培にお

ける、ピラゾレート粒剤少量散布と一発処理型除草剤

による体系処理の効果の変動

一発処理型除草剤の効果不足が懸念される復元田

での湛水直播栽培において、ピラゾレート粒剤少量散

布と一発処理型除草剤による体系処理の効果の変動

を、代かきの有無の条件下で確認する。

1) 耕種概要

秋田県農林水産技術センター農業試験場において、

前作のダイズ栽培時には雑草ヒエが繁茂していた圃場

を復元田として「復元田無代かき区（80 a）」と「復

元田代かき区（20 a）」を、また、一発処理型除草剤

と茎葉処理除草剤（シハロホップブチル・ベンタゾン

液剤）によって雑草が適切に防除されてきた代かき直

播イネ連作圃場に「連作田代かき区（以下、対照区と

記す）」を設けた。復元田無代かき区では、レーザプ

ラウとレーザレベラにより均平作業後、2008年 5月 4

日に縦軸回転ハローにより砕土・整地し、土壌を飽水

させた後の 5 月 13 日に播種し、復元田代かき区では

レーザプラウとレーザレベラにより均平作業後、対照

区ではロータリで耕うん後、5月 8日に代かき、5月 13

日に播種した。「復元田」の区では無施肥とし、対照

区では N : 7.0 g m-2
、P2O5 : 9.3 g m-2

、K2O : 8.2 g m-2

を化成肥料で播種時に側条施肥した。乾籾換算で 3.5

g m-2
の種子を専用播種機により播種深を 5～ 10 mm

に設定し、湛水土中条播として 5月 12日に播種した。

播種後落水管理を行い、 5 月 22 日に再び湛水を開始

した。（第 3-1図）。それぞれの区に、0.5 m×0.5 mの

プラスチック段ボール製枠を用いた無除草区を 3 反復

で設置した。

2) 供試除草剤

製品量で 1.5 g m-2
のピラゾレート粒剤を再湛水翌

日の 5 月 23日に約 3 cmの水深でそれぞれの区に処

理した。一発処理型除草剤として、ピラゾレート粒剤

処理 10 日後の 6 月 2 日に、秋田県の直播栽培で多く

用いられている剤であるピリミノバックメチル・ブロ

モブチド・ベンスルフロンメチル・ペントキサゾン水

和剤（有効成分含有率：0.83％、17.0％、1.3 ％、2.8

％、10 aあたり使用量 500 ml、農薬登録における使

用時期：イネ 2.5 葉期から雑草ヒエ 3 葉期、以下、

PBBP水和剤と記す）を製品量で 0.5 ml m-2
として約 5

cmの水深で 3区に処理した（第 3-1図）。

3) 除草効果調査

ピラゾレート粒剤処理 10 日後の 6 月 2 日、一発処

理型除草剤の処理の直前に、無除草区とピラゾレート

粒剤の試験区内の雑草の種類と葉齢を調査した。一発

処理型除草剤処理 28 日後の 6 月 30日に、50 cm×50

cm の枠を用いて試験区内の雑草を無作為の 3 反復で

採取し、草種ごとの個体数と乾物重を測定した。

4) イネの生育

無除草区を除く各試験区の中心部で、苗立ちの均

一な部分の 2 条各 50 cmを対象に、苗立ち数および

最高分げつ期の茎数と成熟期の穂数を 4 反復で調査し

た。収量調査は、試験 1と同様に行った。

試験 3 ピラゾレート粒剤少量散布を試行した現地直

播圃場における聞き取り調査

秋田県内で水稲湛水直播栽培にピラゾレート粒剤

少量散布と一発処理型除草剤による体系処理を試行し

た生産者に面談し、作業性と除草効果などに関するコ

メントを得た。

1) 調査対象

秋田県大仙市（土壌タイプ：細粒質グライ土）、
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由利本荘市（土壌タイプ：粗粒質グライ土）、および

能代市（土壌タイプ：細粒質グライ土）の各 1戸の水

稲直播栽培生産者（第 3-9表）

2) 調査内容

水稲直播圃場面積、除草体系、除草剤散布方法、

体系全体の除草効果およびピラゾレート粒剤の散布に

おける作業性を項目として、大仙市においては 2009

年 10～ 12月、由利本荘市、能代市では 2010年 10～

12月に面談した。

3-4.結果および考察

1) ピラゾレート粒剤少量散布による除草効果（試験

1）

(1) 無除草区における草種別の雑草発生量

ピラゾレート粒剤の除草効果調査時における無除草

区での雑草発生量は、2007 年、2008 年ともほとんど

の雑草種で 0.5 g m-2
以下であったが、ピラゾレート

が強い活性を示す 12種の雑草（石田ら 1984）のうち、

雑草ヒエ、アゼナ類、コナギ、マツバイ、イヌホタル

イおよびタマガヤツリが発生し、また直播栽培で問題

となるイボクサ（荒井ら 2007）が発生していた。財

団法人日本植物調節剤研究会における新除草剤適用性

試験での実施基準では「当該地域の代表的な数種の雑

草が均一かつ一定量発生することが望ましい」とされ

ている（日本植物調節剤研究会 2004）。また、秋田県

の水田における草種別発生面積は、多いものから雑草

ヒエ、イヌホタルイ、コナギ、クログワイ、オモダカ、

ミズガヤツリ、ヘラオモダカ、マツバイとなっている

ことから（秋田県農林水産部水田総合利用課農産・複

合推進班 2011）、ピラゾレート粒剤の除草効果の評価

が可能な条件であった。

一発処理型除草剤の除草効果調査時における無除

草区の雑草乾物重は、2007年にはマツバイ、コナギ、

イヌホタルイ、雑草ヒエを主体に、合計で 125.75 g m-2

で、2008 年には一年生広葉雑草、コナギを主体に合

計で 64.52 g m-2
であった。個体数では、調査を省略

したマツバイを除いて、2007 年には、一年生広葉雑

草、コナギ、イヌホタルイ、イボクサの順で多く、合

計では 2585本 m-2
で、2008年には一年生広葉雑草、

コナギが多く、合計では 828 本 m-2
であった（第 3-1

表）。クログワイ、オモダカなど防除が難しいとされ、

一発処理型除草剤の防除対象外になっている多年生雑

草を除いた一発処理型除草剤の評価の対象草種（日本

植物調節剤研究協会 2004）の 66 ％の種が発生してお

り、ピラゾレート粒剤の評価と同様に、直播栽培にお

ける一発処理型除草剤の除草効果の評価が可能な条件

であった。

(2) 除草効果

一発処理型除草剤の処理直前での、ピラゾレート粒

剤の試験区での残草率は、 2007年で 1 ％以下、2008

年で 7.9 ％であり、両年とも試験区間に有意差は無か

った。（第 3-2 表）。財団法人植物調節剤研究協会にお

ける新除草剤適用性試験での判定基準では、残草率

10 ％以下の場合に「除草効果が極大」（日本植物調節

剤研究協会 2004）とされ、これに準じると本試験で

得られた除草効果は「極大」の範囲であった。

ピラゾレート粒剤少量散布と一発処理型除草剤に

よる体系処理での残草率は、2007 年では少量 1 区で

は 1.8 ％、少量 2区では 4.9 ％で、基準量区での 0.1

％より高いものの 10 ％以下であったことから、本体

系処理は高い除草効果を示した（第 3-3 表）。同年の

慣行除草区では、残草率を欠く観察調査ではあったも

の、マツバイの残存が多く、中干し期間中である 7 月

23 日にベンタゾン液剤の処理を必要としたが、ピラ

ゾレート粒剤の試験区ではその必要が無かった。同様

に 2008年では少量 1 区では慣行除草区で認められた

イボクサは残存しなかった。ピラゾレート粒剤の少量

散布の効果調査時には残草率で 50 ％であったイボク

サが、体系処理で用いられた一発処理型除草剤により

制御されたと考えられた。ピラゾレート粒剤処理のな

い慣行除草区において、この時期のイボクサは除草剤

による抑制を受けていないが、少量散布であっても本

剤がイボクサへ効果（荒井ら、2007）を及ぼしたこと

がピラゾレート粒剤処理区において一発処理型除草剤

の効果を発揮させた要因と推察された。また、慣行除

草区では残存した雑草の生育が進み、7 月 9 日にシハ

ロホップブチル・ベンタゾン液剤の処理が必要となっ

たが、少量 1区ではその必要が無かった（第 3-1図）。

2 カ年の試験において、播種量の 10 ％程度のイネ

が出芽した時点で再湛水し、ピラゾレート粒剤を少量

散布して、イネ 3 葉期以降に一発処理型除草剤の使用

時期を確保した体系において、少量散布 1 区および 2

区は十分な除草効果を示した。

通常、初期剤の除草効果調査は、処理後 20 日頃に

行い（日本植物調節剤研究協会 2004）、また、直播栽

培で基準量を処理したピラゾレート粒剤の除草効果は

処理 41日後まで（中山・高林 1998）調査されている。

一方、本研究では、2007年にはイネが 3.5葉期である

処理 13日後、2008年にはイネが 3 葉期である処理 16

日後と、上記より早く除草効果を評価した。本研究で

は、イネの生育が 3 ～ 3.5 葉に到達するまで 20 日よ

り短い期間であった。そのため、一発処理型除草剤の

効果確保のためのピラゾレート粒剤少量散布では、基

準量の場合よりも残効期間は短くてもよいと考えた。

ピラゾレート粒剤の後に使用する一発処理型除草剤の
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効果を最大限発揮させる使用可能期間（日数）を、単

独使用の場合の 1～ 4日から拡大し、除草効果の安定

を目的とする場合には、ピラゾレート粒剤少量散布が

有効であるが、一発処理型除草剤の処理がさらに遅れ

る場合や、中期剤との体系処理の場合には必要な残効

期間についての検討が必要である。

第 3-1表 ピラゾレート粒剤の少量散布による除草効果試験の無処理区における一発処理型除草剤

使用の直前と一発処理型除草剤効果調査時の雑草種別の雑草発生量（試験 1）

第 3-2表 一発処理型除草剤の体系処理前時点でのピラゾレート粒剤少量散布による雑草の種別

の残草率(％)（試験 1)

第 3-3表 ピラゾレート粒剤少量散布と一発処理型除草剤による体系処理の雑草の種別の残草率

(％)(試験 1)

発生

量 雑草ヒエ

1)

一年生広葉

2)

イヌホタルイ コナギ イボクサ マツバイ その他

3)

合計

4)

個体数（本 m

-2

） 10 2466 25 70 14 － － 2585

乾物重（g m

-2

） 0.03 0.27 0.08 0.08 0.07 3.13 0.01 3.54

個体数（本 m

-2

） 20 680 8 92 28 － － 828

乾物重（g m

-2

） 0.04 0.33 0.02 0.04 0.04 0.03 0 0.50

個体数（本 m

-2

） 16 1283 26 106 18 － － 1449

乾物重（g m

-2

） 15.74 6.04 16.06 24.77 1.64 61.1 0.4 125.75

個体数（本 m

-2

） 28 4696 28 428 56 － － 5236

乾物重（g m

-2

） 4.20 33.88 0.72 12.72 0.96 1.00 11.04 64.52

1)「雑草ヒエ」は，タイヌビエとイヌビエを含む。

2)「一年生広葉」はアゼナ類，ミゾハコベを主に含む。

3)「その他」はタマガヤツリ，ハリイ，タウコギ，チョウジタデなどを含む。

4)本数の合計は，マツバイとその他を含まない。

5)－は調査を行っていないことを示す。

2008

一発処理

型除草剤

使用の

直前

2007

2008

一発処理

型除草剤

効果調査

調査

時期

年次

雑草種

2007

少量１ 0 a 0 a 0 a 2.5 a 0 a 0.5 a 0 a 0.5 a

2007 6月6日 少量2 0 a 0.2 a 0 a 7.5 a 0 a 0.3 a 0 a 0.5 a

基準量 0 a 0.3 a 0 a 7.5 a 0 a 0.3 a 0 a 0.5 a

2008 6月5日 少量1 2.0 c 7.5 a 0 a 0 a 50.0 a 35.0 a 0 a 7.9 a

1)残草率は，無除草区（第III-1表）に対する各試験区の地上部乾物重比に100を乗じたものを求めた。

2)「雑草ヒエ」は，タイヌビエとイヌビエを含む。

3)「一年生広葉」はアゼナ類，ミゾハコベを主に含む。

4)「その他」はタマガヤツリ，ハリイ，タウコギ，チョウジタデなどを含む。

5))表中の同一アルファベットは同一草種で試験区間にTukey法で5%水準で有意差の無いことを示す。  乾物重比を逆正弦変換して分析した。

その他

4)

合計一年生広葉

3)

イヌホタルイ コナギ イボクサ マツバイ雑草ヒエ

2)

年次 調査日

雑草種ごとの残草率(乾物重%)

1)

試験区

雑草ヒエ

2)

一年生広葉

3)

イヌホタルイ コナギ イボクサ マツバイ その他

4)

合計

少量1 0 0.2 0 0 0 3.8 0 1.8

2007 7月2日 少量2 0 2.2 0 0 0 9.8 0 4.9

基準量 0 0.2 0.3 0 0 0 15 0.1

分散分析 試験区 N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. N.S.

少量1 0 0 0 0 0 0 0 0

慣行除草 0 2.9 0 0 69 0.2 0 2.6

分散分析 試験区 N.S. ＊ N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. ＊

1)残草率は，無除草区(第III-1表）に対する各試験区の地上部乾物重比に100を乗じたものを求めた。

2)「雑草ヒエ」は，タイヌビエとイヌビエを含む。

3)「一年生広葉」はアゼナ類，ミゾハコベを主に含む。

4)「その他」はタマガヤツリ，ハリイ，タウコギ，チョウジタデなどを含む。

5)表中の * とN.S. は、二元配置の分散分析において5%水準で試験区間に有意差のあることと、有意差の無いことを示す。

　乾物重比を逆正弦変換して分析した。

雑草種ごとの残草率(乾物重%)

1)

年次 調査日 試験区

6月30日2008

(3) イネの生育と収量

2007年のイネの 1 m2
あたり苗立ち数は、少量 1区

では 60本、少量 2 区では 47本、基準量区では 52本、

慣行除草区では 48 本で、少量 1 区と少量 2 区では、

基準量区、慣行除草区と同等であった（第 3-2図）。2007

年の少量 1 区、慣行除草区で、最高分げつ期の茎数、

穂数および収量は、それぞれ 602、596本 m-2
、458、442

本 m-2
および 522、480g m-2

であった。2008年は少量 1

区、慣行除草区で 429、479本 m-2
、393、347本 m-2

、486、

477 g m-2
であった。少量 1区と慣行除草区では、茎

数、穂数および収量には年次間差が見られたものの、

試験区間では有意差はなく、ピラゾレート粒剤の少量

散布によるイネの生育および収量への影響は無かった

（第 3-4表）。

試験 1 において、2 カ年とも秋田県の湛水直播栽

培の目標収量の 570 g m-2
に達しなかったことについ

て以下のように考察した。

2007 年の秋田県内では、5 月下旬の日照不足から

苗立ち数が不足傾向で、各地域振興局による湛水直播

栽培の定点調査圃（以下、定点圃と記す）の半数にお
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いて目標苗立ち本数の 80 ～ 95 本 m-2
に達しなかっ

た。また、全県平均での定点圃における幼穂形成期の

葉緑素計値は 39.5と目標数値の下限値 40 より低かっ

た。しかし、定点圃においてはその後、適切に追肥が

第 3-2図 ピラゾレート粒剤を少量散布した圃場に

おける直播イネの苗立ち本数（試験 1)

1)苗立ち本数は 2007年 6月 6日に調査した。

2)図中の縦棒は標準誤差。

3)図中の同一アルファベットは試験区間に Tukey法で 5％

水準で有意差の無い事を示す。

第 3-4 表 ピラゾレート粒剤少量散布と一発処理型除草剤に

よる体系処理のもとでの直播イネの生育および収量(試験 1)

行われたと推察され、定点圃の平均収量は 570 g m-2

に達しなかったものの 543 g m-2
となった（秋田県農

林水産部 2007）。本研究の試験 1を行った圃場での苗

立ち数は、定点圃の傾向と同様に 48～ 60本 m-2
と少

なかった。また、通常の除草剤の評価試験においては、

剤の直接の影響による収量の減少程度で薬害を判断す

る必要があり、葉色が淡い場合でも追肥を行わない。

このために試験 1では葉色が淡い状態でも追肥をしな

かったことが、定点圃に比較して収量が減少した要因

と考えられた。2008 年においては、最高分げつ期の

茎数が目標数値の下限 500 本 m-2
（三浦ら 2007）に

比較して著しく少なくなった。茎数を確保するために、

5 葉期までに追肥を行うことが指導されているが（秋

田県農林水産部水田総合利用課農産・複合推進班

2011）、2007 年と同様の理由により追肥を行わなかっ

たことから、穂数・籾数不足となり、目標収量に達し

なかったと考えられた。

最高分げつ期の茎数 穂数 収量

本 m

-2

本 m

-2

g m

-2

少量１ 602 458 522

少量2 500 391 482

基準量 526 455 478

慣行除草 596 442 480

少量１ 429 393 486

慣行除草 479 347 477

年次 * * *

試験区 N.S. N.S N.S

1)最高分げつ期の茎数は2007年は7月13日，2008年は7月18日に調査した。

2)表中のN.S.と * は，少量1区と慣行除草区について処理と年次を要因とした，

　二元配置の分散分析において少量1区と慣行除草区の平均値間で有意差の

　無いことと，2007年と2008年の平均値間で5%水準で有意差のあることを示す。

分散分析

2008

年次 試験区

2007
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(4) 一発処理型除草剤の使用可能期間(日数)

試験 1 に用いた一発処理型除草剤（CDBB 1キロ粒

剤、CDBB 水和剤）の農薬登録における使用可能期間

は「イネ 2 葉期から雑草ヒエ 2.5葉期まで」である。

これに該当する日数は、慣行除草区では両試験年とも

1 日であったが、ピラゾレート粒剤少量散布と体系処

理した場合では 2007年には 10日以上、2008年には 8

日以上に拡大した（第 3-5表）。

一発処理型除草剤の効果確保のためのピラゾレー

ト粒剤少量散布（1.5 g m-2
）で、一発処理型除草剤の

使用可能期間が慣行除草区での 1 日から 8 ～ 10 日に

拡大された。

これまで直播栽培では、発生後の雑草に中・後期

剤として処理する茎葉処理除草剤の使用を前提にした

除草体系が示されてきた（渡邊・川名 2006）が、日

本海側に多い湿田では、ブームスプレイヤーを搭載し

た水田用乗用管理期（栽培管理ビークルなど）による

茎葉処理の中・後期剤の散布は困難な場合が多い（三

浦 2010）。すなわち、下層土壌が「ビークルの車輪の

前進と路面間の滑りによって起こる（生物生産機械ハ

ンドブック 1996）」とされる「すべり沈下」しやすい

ため（田中ら、1967）、複数回の走行によって地耐力

が低下し作業機の沈車の要因となるためである。よっ

て、圃場管理上、茎葉処理剤の使用を雑草防除体系の

前提とすることは望ましくない。茎葉処理除草剤は鉄

砲ノズルなどを用いて畦畔からも散布可能であるが、

ノズルからの噴霧量、散布速度および自然の風により

散布幅が変わり、散布ムラが生じやすい（生物生産機

械ハンドブック 1996）ことから、鉄砲ノズルでの畦

畔からの散布では除草効果が不足する場合がある。

本試験の慣行除草区では 2007、2008年とも中干し

期間中に茎葉処理除草剤の使用が必要であったが、ピ

ラゾレート粒剤少量散布との体系処理では不要であっ

た。本試験における体系処理では一発処理型除草剤の

使用時期を遅らせることが可能となるため、イネ

の 7 ～ 8葉期頃に行われる中干しの時期までに発生す

る雑草も有効に防除しうると考えた。一発処理型除草

剤の使用条件拡大のためのピラゾレート粒剤少量散布

は、茎葉処理の中・後期剤除草剤の使用を省略するこ

とができ、寒冷地北部日本海側に位置する秋田県の水

稲直播栽培においては有効な雑草防除方法になる。ま

た、雑草防除に係わるコスト(除草剤の価格は全農秋

田調べ 2011)の面では、ピラゾレート粒剤の基準量と

一発処理型除草剤を使用する場合と比較する

と、少量散布と一発処理型除草剤による体系処理では、

除草剤費を約 25 ％削減できる。さらに一発処理型除

草剤と中・後期剤としての茎葉処理剤による雑草防除

と比較すると除草剤費を 30～ 55 ％削減できる。

なお、「試験 1」の結果の一部がピラゾレート粒剤

の少量散布試験の基礎となり、その後全国の公立農試
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第 3-5表 ピラゾレート粒剤の少量散布と一発処理型除草剤による体系処理のもと

での直播イネおよび雑草ヒエの葉齢の推移（試験 1）

播種

出芽

10%

2葉期 3葉期 3.5葉期

暦日 5月10日 5月22日 5月28日 6月7日

体系処理

発生

無し

10

慣行除草 2.5 1

暦日 5月9日 5月17日 5月29日 6月6日

体系処理 2.0 8

慣行除草 2.5 1

供試一発処理型除

草剤の

使用時期(日数)

2007

2008

イネの生育ステージ

年次 除草体系

雑草

ヒエ

葉齢

雑草

ヒエ

葉齢

において効果および薬害にかかわる適用性が試験さ

れ、2009年 6 月に 10 aあたりの使用量 1.5 kg（少量

散布）の内容で農薬取締法に基づく農薬登録の内容の

拡大となった。

2) 復元田無代かき、復元田代かき直播栽培における、

ピラゾレート粒剤少量散布と一発処理型除草剤による

体系処理の効果の変動(試験 2)

(1) 無除草区の雑草発生量と体系処理による除草効果

一発処理型除草剤処理直前（6 月 2 日）の対照区

の無除草区では、一年生広葉雑草が 1葉期で、雑草ヒ

エとイヌホタルイの発生は無かった。復元田無代かき

区では、復元田代かき区より雑草ヒエ、一年生広葉雑

草の最大葉齢が 0.5および 1 大きかった。また復元田

無代かき区のみでイヌホタルイが発生した。ピラゾレ

ート粒剤を少量散布した区の雑草の発生および最大葉

齢は、雑草の発生のない対照区を除き、復元田無代か

き区と復元田代かき区では雑草ヒエで 1.0 であった。

（第 3-6 表）。すなわち、無除草区の雑草の葉齢進展

は、対照区と比較して「復元田」で早く、さらに「無

代かき」によって早まる傾向にあった。ピラゾレート

粒剤の少量散布を行った場合、対照区では雑草が発生

しなかったが、「復元田」では雑草ヒエが発生し、そ

の最大葉齢には「代かき」と「無代かき」による差は

無かった。よって、「復元田」でピラゾレート粒剤の

少量散布を行わない場合には一発処理型除草剤の使用

可能期間が対照区より短くなる可能性があった。また

無代かき区では、無除草区の雑草ヒエの最大葉齢から

推察して一発処理型除草剤の使用可能期間が代かき区

よりさらに短くなる可能性がある。

第 3-6表 復元田無代かき、復元田代かき直播におけ

る一発処理型除草剤使用直前の雑草の種ごとの最大葉齢

（試験 2）

一発処理型除草剤の除草効果調査時（6 月 28 日）の

無除草区の雑草乾物重は、復元田無代かき区で 7.1 g

m-2
、復元田代かき区で 21.5 g m-2

、対照区で 8.7 g m-2

であった。発生本数は、マツバイと「その他」を除い

試験区 草種 無除草

ピラゾレート粒剤

処理

雑草ヒエ

1)

2.5 1

イヌホタルイ 1 －

一年生広葉

2)

2 1

雑草ヒエ

1)

2 1

イヌホタルイ － －

一年生広葉

2)

1 －

雑草ヒエ

1)

－ －

イヌホタルイ － －

一年生広葉

2)

1 －

1)「雑草ヒエ」は，タイヌビエとイヌビエを含む。

2)「一年生広葉」は主にアゼナ類，ミゾハコベを含む。

3) - は発生がないことを示す。

復元田

無代かき

復元田

代かき

対照区

第 3-7表 復元田無代かき、復元田代かき直播でのピラゾレート粒剤少量散布と一発処理型除草剤による体系処理に

よる雑草の種別の残草率（試験 2）
試験区

個体数(本m

-2

)

乾物重（gm

-2

）

残草率

1)

％ 0 a 0 a 1 a 0 a 6.9 a 0 a 0.3 a

個体数(本m

-2

)

乾物重（gm

-2

）

残草率

1)

％ 0 a 0.1 a 0.4 a 0.5 a 11.0 a 0 a 0.2 a

個体数(本m

-2

)

乾物重（gm

-2

）

残草率

1)

％ 0 a 0 a 0 a 0 a 0.5 a 0 a 0.04 a

1)残草率は，無除草区に対する各試験区の地上部乾物重比に100を乗じたものを求めた。

2)「雑草ヒエ」はタイヌビエとイヌビエを含む。

3)「一年生広葉」は主にアゼナ類，ミゾハコベ，「その他」には主にタマガヤツリを含む。

4) - は測定していないことを示す。

5)個体数の合計は「その他」を含まない。

6)表中の同一アルファベットは同一草種で試験区間にtukey法で5%水準で有意差の無いことを示す。乾物重比を逆正弦変換して分析している。

272

0.2 5.3 1.6 0.01g以下 0.4 1.2 8.7

3 192 12 4 61 -

1509

7 7.5 0.2 2.8 0.2 3.9 21.5

20 1301 29 56 103 -

51 - 756

1.1 0.6 0.1 1.2 7.1

5

1.2

648

2.9

31 21

イヌホタルイ コナギ

雑草種ごとの発生量と処理区での残草率(%)

1)

タウコギ その他

3)

合計

5)

雑草ヒエ

2)

一年生広葉

3)

復元田

無代かき

復元田

代かき

対照区

無除草区雑草

発生量

無除草区雑草

発生量

無除草区雑草

発生量

三浦 ： 高品質米安定生産を目指す秋田県の水稲湛水直播における一発処理型除草剤の性能の完全発

揮のための合理的雑草防除体系に関する研究
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て、復元田無代かき区では 756 本 m-2
、復元田代かき

区では 1509本 m-2
、対照区では 272本 m-2

であった（第

3-7 表）。各試験区に雑草ヒエ、イヌホタルイ、タウ

コギ、コナギが発生し、ピラゾレート粒剤が高い活性

12草種（石田ら 1984）の 25 ％、クログワイ、オモ

ダカなど防除が難しいとされ、直播水稲での一発処理

型除草剤の防除対象外になっている多年生雑草を除い

た一発処理型除草剤の評価の対象草種（日本植物調節

剤研究協会 2004）の 44 ％の草種が発生しており、直

播栽培における体系処理の除草効果の評価が可能な条

件であった。

復元田無代かき区の雑草発生量は、復元田代かき

区や対照区と比較して少なかった。無代かき栽培では

土壌の撹拌が少ないために土壌窒素の無機化が少なく

（坂上・松原 1967、進藤ら 2003）、また、イネ近傍

へ局所施肥するイネ栽培では条間作土中のアンモニア

態窒素が少なくなることから、雑草の生育量が少ない

（金田ら 2006）とされる。これらのことから、無代

かき区では土壌窒素の無機化が少なく、窒素供給が少

ないために雑草の発生量が少なかったと推察した。

ピラゾレート粒剤少量散布と一発処理型除草剤の

体系処理後には、雑草ヒエと「その他」の雑草は 3 試

験区で残存しなかった。イヌホタルイは、復元田無代

かき区と復元田代かき区で残存したが、残草率では発

生の無い対照区と有意差は無かった。タウコギは、復

元田無代かき区と復元田代かき区で残草率が 6.9 ％、

11.0 ％の残草率となったが、対照区の残草率 0.5 ％と

有意差は無かった。一年生広葉雑草とコナギは、復元

田代かき区では残存したが、残存しなかった対照区、

復元田無代かき区と有意差は無かった。全雑草種の合

計値では 3 試験区とも残草率 1 ％以下と少なく、除

草効果は高かった。

試験 2 では一発処理型除草剤を単独使用した試験区

を設けていないが、「復元田」と「無代かき」におい

ては、一発処理型除草剤の効果が変動しやすくなると

予測される要因について、以下のように考察した。復

元田無代かき区、復元田代かき区は、対照区に比較し

て、落水出芽終了後に再湛水する際に用水量を多く要

した。すなわち、転換畑作からの復元（足立 1979、

木村 1986）と、無代かき（山下ら 1994、長野間 1998）

により、本研究での圃場の減水深は増大したと考えら

れた。また、PBBP 水和剤には使用にあたり「除草効

果の低下と生育抑制の薬害が発生する恐れがあるの

で、入水後水持ちの安定した後に散布してください。」

との注意事項が付記されている（クミアイ化学工業株

式会社 2010）。しかし、ピラゾレート粒剤を少量散布

し、一発処理型除草剤の散布を遅らせたことにより、

減水深が土壌の水積により減少し（足立 1979）、効果

が安定したと考えられた。

復元田無代かき区は、対照区と比較して一発処理

型除草剤処理時の無除草区における雑草ヒエの最大葉

齢が大きく、雑草ヒエが早くから発生していたと考え

た。無代かき直播栽培は、代かき湛水直播栽培に比べ

て、イネの播種後における雑草ヒエやホタルイの発生

時期がばらつく（山下ら 1994）ことから、一発処理

型除草剤単用の場合は、イネへの安全性からみた使用

早限の前に、早期に発生した雑草ヒエの生育が進み、

枯殺限界葉齢に達する場合があると推察された。

以上の結果から、一発処理型除草剤の効果が不安

定になりやすいと考えられた「復元田」、特に無代か

き条件下においても、一発処理型除草剤の使用条件拡

大のためのピラゾレート粒剤少量散布の除草効果は高

く、雑草防除技術としての実用性を確認できた。

(2) イネの生育と収量（試験 2）

苗立ち数は復元田無代かき区で 90.7本 m-2
、復元田

代かき区で 78.1本 m-2
、連作代かき区で 70.8本 m-2

で

あり、対照区と比較して有意な差は無かった。収量は

523 g m-2
、552 g m-2

、594 g m-2
であり、対照区と比較

して有意な差はなく（第 3-8 表）、2008年の秋田県の

直播実証圃の平均的収量である 589 g m-2
（秋田県農

林水産部水田総合利用課 2009）と同程度であること

から、薬害および雑草害は無かったと考えられた。ま

た、玄米の整粒率は、復元田無代かき区：87.1 ％、

復元田代かき区：86.4 ％、対照区：86.1 ％と高く、

対照区に比較して有意な差はなかった。

対照区と比較して有意差はないものの、復元田で

は秋田県における目標収量 570 g m-2
を確保できず、

特に復元田無代かき区では減収程度が大きかった。こ

のことについて以下の様に考察した。

第 3-8表 復元田無代かき、復元田代かき直播栽培田でのピラゾレート粒剤の少量散布と

一発処理型除草剤による体系処理のもとでの直播イネの生育と収量（試験 2）

復元田無代かき 90.7(14.5) a 512(82.8) a 390(54.2) a 523(65) a 87.1(1.8) a

復元田代かき 78.1(　9.5) a 583(27.9) a 428(15.2) a 552(67) a 86.4(1.8) a

対照区 70.8(14.6) a 580(16.8) a 453(26.0) a 594(35) a 86.1(1.9) a

参考　目標生育値 95

1)茎数は2008年7月12日に調査した。

2)整粒率はサタケ社製穀粒判別機RGQI10Aにより調査した。

3)カッコ内の数値は標準偏差を示す。

4)表中の同一アルファベットは試験区間にtukey法で5%水準で有意差の無いことを示す。

5)目標生育値は平成23年度秋田県稲作指導指針ｐ100より引用した。

苗立数

本 m

-2

収量

本 m

-2

本 m

-2

g m

-2

試験区

茎数 穂数

570470600 -

整粒率

％
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三浦 ： 高品質米安定生産を目指す秋田県の水稲湛水直播における一発処理型除草剤の性能の完全発

揮のための合理的雑草防除体系に関する研究

復元田では窒素供給量が増大すると考えられ、移植

水稲においても圃場の地力が高い場合は、倒伏し減収

する（山野ら 2008）ことから、復元田での直播栽培

では、倒伏による減収・品質低下を回避するために無

肥料栽培（進藤ら 2010）が選択される。そのため、

試験 2においても復元田では無施肥とした。また、復

元田での湛水直播栽培では無施肥栽培でも倒伏する場

合が多く、無代かき直播栽培はこれを回避する目的で

開発された。無代かき直播栽培のイネでは幼穂形成期

までの窒素吸収量が少なく、幼穂形成期までの生育量

が小さいが、その後の窒素吸収量は代かき直播栽培で

のイネと同等になる（進藤ら 2010）。すなわち無代か

き直播栽培では、幼穂形成期以降の窒素吸収量が多い

ことから、倒伏回避の必要上窒素追肥を行えない。試

験 2においても、試験 1と同様に除草剤の薬害を判断

する目的と、倒伏を回避する目的のため、復元田無代

かき区、復元田代かき区においても追肥を行っていな

い。以上のことが、試験 2の復元田において 570 g m-2

のイネ収量を確保できなかった要因と考えられた。

3) ピラゾレート粒剤少量散布を試行した現地直播圃

場における聞き取り調査(試験 3)

一発処理型除草剤の使用条件拡大のためのピラゾレ

ート粒剤少量散布を実規模での水稲湛水直播栽培へ試

行した事例での、生産者が指摘した除草効果と散布の

作業性の実態と問題点は以下のようであった（第 3-9

表）。

2009年の大仙市の事例：1 haの大区画圃場におい

て「背負い式動力散布機とナイヤガラホース」により、

ピラゾレート粒剤が均一に少量散布された。作業性に

問題は無かった。同圃場内では田面の高低差が大きく、

特に高い部分では、中干し時期以降に雑草ヒエが残存

した。しかし圃場全体として評価した場合に、除草効

果は高かった。

2010年の由利本荘市の事例：30 ａの圃場において

「周辺からの背負い式動力散布機による散布」で十分

な除草効果が得られた。ただし、生産者は「これ以上

圃場の区画が大きくなると、圃場内を歩いて散布しな

ければならない」と考えていた。

2010年の能代市の事例：1 haの大区画圃場におい

て、「背負い式動力散布機による散布」が行われた。

「圃場内を歩いて散布」したため、生産者は「重労働」

と感じていた。除草効果には問題は無かった。

以上の実規模で試行した生産者の情報を集約して、

一発処理型除草剤の処理可能期間を確保し、除草効果

を安定させるためのピラゾレート粒剤少量散布は、十

分実用性があると判断できた。しかし、圃場内の高い

部分では水深が浅くなり、除草効果が低下することか

ら、除草効果を一層安定化させるには、レーザーレベ

ラなどを用いて圃場の均平をはかり、均一な水深を得

ることが重要である（岡田ら 1995、大分県担い手育

成総合支援協議会 2007）。また、少量散布により従来

の散布量に比べると省力化が図られたが、背負い式動

力散布機による散布は、大区画圃場においては、依然

として重労働であるため、2011 年 4 月に基準量を対

象に登録拡大された無人ヘリコプターや播種機に装着

した散布機などによるさらに省力的な散布方法の少量

散布への適用が必要である。

3-5.小括

以上の 3試験から、一発処理型除草剤との体系処理

のためのピラゾレート粒剤の少量散布は、一発処理型

除草剤の早限となる薬害防止のイネ 2 葉期と晩限とな

る雑草ヒエの枯殺限界葉齢 2.5 の間の使用可能期間

が、単独使用の 1 日から 8 ～ 10 日に拡大し、薬害も

なく十分な除草効果を示すことが明らかになった。ま

た、代かきした連作圃場に比較して、減水深が大きく

雑草が早く生育することから一発処理型除草剤の効果

が不安定になる可能性のある復元田無代かき直播栽培

第 3-9表 ピラゾレート粒剤少量散布と一発処理型除草剤による体系処理を適用した秋田県内の湛水直播栽培

圃場における作業概要と生産者の評価（試験 3）

除草剤名

10aあたり

散布量

散布日

ピラゾレート粒剤

の散布方法

体系全体の

除草効果

ピラゾレート粒剤散布

作業について

ピラゾレート

粒剤

1.5kg 5月26日

PBBP

水和剤

500ml 6月2日

ピラゾレート

粒剤

1.5kg 5月16日

PBBP

水和剤

500ml 6月2日

ピラゾレート

粒剤

1.5kg 5月21日

CPM

１キロ粒剤

1kg 6月10日

1)PBBP水和剤は本文(試験1)を参照。2)CPM１キロ粒剤はシハロホップブチル・ピラゾスルフロンエチル・メフェナセット1キロ粒剤を示す。

除草体系への評価

播種

様式

5月

11日

5月

3日

5月

20日

湛水

土中

条播

湛水

土中

条播

湛水

土中

条播

背負い式

動力散布機で

圃場周辺から散布

背負い式

動力散布機に

ナイヤガラホースを

装着して散布

大区各圃場のため，圃場

内を歩いて散布した。重

労働のため省力散布技

術が必要

一発処理除草剤は無人

ヘリコプターを使用

問題なし

これ以上圃場の区画が大

きくなると，圃場の中を歩

く必要がある

問題なし

背負い式

動力散布機

により散布

圃場の高い所の一部

で雑草ヒエ用の中・後

期除草剤を散布したが

全体は問題なし

問題

なし

雑草ヒエが僅かに残草

したが，

問題なし

圃場

面積(a)

2009

大仙

市

除草体系

100

年次 地区 播種日

2010

能代

市

30

116

由利

本荘

市

2010
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においても、十分な除草効果を得た。ピラゾレート粒

剤少量散布と一発処理型除草剤の体系処理は、一発処

理型除草剤の散布時期を遅らせることで、中干し時期

までの雑草を抑制できるため、茎葉処理の中・後期剤

による防除を省略できた。この体系処理を試行した現

地生産者圃場においても、効果は高かった。ただし、1

ha 超える大区画圃場では少量散布でも、「重労働」で

あることから、2011 年 4 月に基準量を対象に登録拡

大された無人ヘリコプターや播種機に装着した散布機

などによる、さらに省力的な散布方法の少量散布への

適用にむけた検討が必要である。

4 水稲湛水土中直播栽培水稲湛水土中直播栽培水稲湛水土中直播栽培水稲湛水土中直播栽培におけるにおけるにおけるにおける一発処理型除草一発処理型除草一発処理型除草一発処理型除草

剤有効利用剤有効利用剤有効利用剤有効利用のためののためののためののための落水出芽中落水出芽中落水出芽中落水出芽中のプロメトリン・ベンのプロメトリン・ベンのプロメトリン・ベンのプロメトリン・ベン

チオカーブチオカーブチオカーブチオカーブ粒剤粒剤粒剤粒剤のののの少量散布少量散布少量散布少量散布によるによるによるによる除草効果除草効果除草効果除草効果

4-1.抄録

前章と同様の目的で、播種後の落水出芽期間中に

散布可能で、落水期間が 2週間以上に及ぶ場合に有効

である一方、散布後イネの出芽前に湛水となった場合

に苗立ち阻害（薬害）のおそれのある初期除草剤プロ

メトリン・ベンチオカーブ粒剤を用いて少量散布の効

果を検討した。

播種 2 日後の落水条件におけるプロメトリン・ベ

ンチオカーブ粒剤の基準量 4 kg（製品量）/10 aの半

量の散布（少量 1区）は、イヌホタルイが残存したも

のの、全体として雑草の発生を抑制した。半量の散布

は再湛水後の一発処理型除草剤の使用可能期間を拡大

しなかったが、同剤のもつ除草効果を十分に発揮させ

た。また、基準量の場合に処理後の降雨により発生す

る苗立ちの阻害を、半量の散布（少量 1区）では回避

することができ、目標とした収量（570 g m-2
）を得た。

4-2.はじめに

湛水直播栽培の落水出芽期間中に使用できる数少

ない初期除草剤の中で、プロメトリン・ベンチオカー

ブ粒剤（成分含有率：0.80 ％・8.0 ％、以下、PT粒

剤と記す）はイネの播種直後から出芽前・出芽後に使

用できる初期除草剤である。しかし PT 粒剤には、使

用に当たり「出芽直前に散布し、帯水する場合は薬害

の危険性があるので、降雨が予想される場合には、播

種後早い時期に散布してください」、「出芽前に入水

を行うと薬害を生じるおそれがあるので、出芽前の入

水はさけてください」（クミアイ化学工業株式会社

2010）との農薬登録の使用上の注意事項が付記されて

いる。すなわち、播種後の降雨や落水が不十分で、田

面水が残るとき（山本・菊池 2006）にイネに薬害を

引き起こし、苗立ち数および穂数を減少させる（三浦

・須田 2006）。また、農薬登録での使用量（製品）が 10 a

あたり 4 kgから 6 kgで、1 キロ粒剤およびフロアブ

ル剤の 4 ～ 12 倍と著しく多くなり、さらに初期除草

剤の中では価格が高い。すなわち、薬害、作業性およ

びコスト面での課題により、本剤は現場で利用されに

くい実態にある。

一方秋田県では、排水不良により土壌還元の起こ

りやすいグライ土圃場が全水田面積の約 60 ％を占め

（秋田県農林水産部水田総合利用課農産・複合班

2011）、グライ土圃場の多い地域では出芽のため落水

期間を 2 週間以上とする場合がある（仙北地域振興局

ら編集 2009）。落水期間が長くなることで発生した雑

草の生育が進み、再湛水後には雑草ヒエの葉齢が一発

処理型除草剤の処理晩限の値を超えることがしばしば

ある。

イネの出芽を確保するために 2 週間以上の落水期

間を必要とする上記のような湛水直播栽培では、第Ⅲ

章で示したピラゾレート粒剤の少量散布を再湛水後に

実施しても、落水期間中に雑草ヒエが枯殺限界の 1 葉

期を超えるため少量散布の除草効果が不十分になる。

この場合には、落水期間中に使用可能で、雑草ヒエに

効果の高い PT 粒剤の活用が有効となる。比較的長期

にわたる落水期間に発生する雑草ヒエをはじめとする

雑草を制御し、一発処理型除草剤の使用可能期間（日

数）を確保し、その除草効果を十分発揮させるための、

PT粒剤の効果的な利用方法を検討する。すなわち、PT

粒剤の問題点である田面水の残存による薬害を防止

し、かつ省力化を図るために、前章で示したピラゾレ

ート粒剤の少量散布を踏まえ、一発処理型除草剤との

体系処理条件下における PT 粒剤の少量散布の薬害と

除草効果を検討した。

2006 年に秋田県農林水産技術センター農業試験場

内のガラス室内で PT 粒剤の少量散布と田面水の有無

によるイネの生育への影響を調査し、また、秋田県に

かほ市の現地生産者圃場において PT 粒剤の少量散布

と一発処理型除草剤の体系処理の除草効果と薬害を調

査した。

4-3.材料および方法

試験 1 落水出芽期間に少量散布した PT 粒剤が直播

イネの苗立ちに及ぼす田面の停滞水の影響

湛水直播栽培における落水期間の PT粒剤の散布に

際して、「薬害回避のため、出芽前の入水を避ける」

旨の使用上の注意事項がある。しかし、薬剤の系外流
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出を防止するために排水口を閉じることから、降雨時

には滞水のおそれがある。散布後の降雨による水の停

滞が PT 粒剤の薬害を助長している可能性がある。そ

こで、PT 粒剤の処理量がイネの薬害に及ぼす影響を

停滞水の状態から解析した。

1) 耕種概要

水稲品種「あきたこまち」の種子を浸漬・催芽後、

播種前日に専用コーティングマシンにより、過酸化カ

ルシウム粉粒剤（成分 16 ％）を乾籾重比 1 倍量で粉

衣した。秋田県農林水産センター農業試験場水田圃場

の土壌をあらかじめ代かきして、充填したプラスチッ

ク製のコンテナ（長さ 40 cm、幅 30 cm、深さ 5 cm）

に 34 粒の粉衣籾を播種深 5 mmとして 2006年 5 月

13 日に播種した。無加温のガラス室に播種したコン

テナを設置した。ガラス室内の播種翌日から 10 日間

の日平均気温の平均値は 20.3 ℃であり、出芽・苗立

ちに影響を及ぼす低温条件ではなかった。

2) PT粒剤処理と水管理

播種直後に製品量で 10 aあたり 2 kg の PT粒剤を

処理する区（以下、少量 1 区と記す。）、4 kg を処理

する区（以下、基準量区と記す。）をそれぞれ設けた。

対照として PT 粒剤を処理しない区（以下、無処理区

と記す。）を設けた。それぞれの区に落水管理（以下、

「落水」と記す。）と処理後 4 日間を 2-3 mmの停滞

水とする（以下、「停滞水」と記す。）水管理を 3 反復

設けた。出芽揃いと判断した 5 月 18 日以降は、薬害

が生じるおそれが無いことから全ての区を 5 mmの湛

水とした。

3) 直播イネの出芽・苗立ち数と葉齢の調査

播種 5 日後（5 月 18 日）に、鞘葉が土壌表面に出

た状態を出芽と判定して出芽個体数を、また、21 日

後（6 月 3 日）に、3 ～ 4 葉期に生育した状態を苗立

ちと判定して苗立ち個体数とさらにそれ以下の葉期の

個体を含めたすべての個体の葉齢を測定した。

試験 2 実規模の湛水直播水田での PT 粒剤の少量散

布と一発処理型除草剤の体系処理における除草効果

1) 耕種概要

試験は 2006年に秋田県にかほ市の細粒質強グライ

土の水田圃場で行った。試験 1 と同様の種子予措を行

い、乾籾換算で 4 g m-2
を専用播種機により湛水土中

条播として、5 月 15 日に落水状態で播種した。施肥

量は地区の慣行に従い、N：4.8 g m-2
、P2O5：6.4 g m-2

、

K20：5.6 g m-2
を化成肥料で播種時に側条施肥した。

播種後は PT 粒剤の使用基準に定められている処理後

の落水期間 15日間を遵守して落水管理を行い、6 月 2

日に再湛水した。

2) 除草剤処理と試験区設置

PT粒剤については、試験 1と同様に 10 aあたり製

品量で 2 kg処理する少量 1 区、同 3 kg処理する少量 2

区と同 4 kg処理する基準量区をそれぞれ 30 a、20 a

および 10 aの規模で設けた。PT粒剤を処理せず再湛

水後に一発処理型除型草剤のみを処理する慣行除草区

を 30 aの規模で設けた。PT粒剤は播種 2 日後の 5 月

17 日にナイヤガラホースを用いて処理した。一発処

理型除草剤は、秋田県農作物病害虫・雑草防除基準（秋

田県農林水産部水田総合利用課 2011）に掲載され、

県内で長年用いられているシハロホップブチル・ピラ

ゾスルフロンエチル・ブロモブチド・メフェナセット

粒剤（成分含有率 1.5 ％・0.3 ％・6.0 ％・7.5 ％、以

下 CPBM粒剤）とし、6 月 3 日に規定量を処理した。

慣行除草区内に、除草剤を処理しない無除草区を 1

m×1 m のプラスチック製の枠を用いて設けた。試験

区は無反復とした。

3) 除草効果調査

無除草区に発生した全ての雑草を採取し、草種ごと

の個体数を計測した後、80 ℃で 48時間通風乾燥後の

乾物重を測定した。除草剤を処理した区では、試験区

内に無作為で 50 cm×50 cmの 2カ所の枠内に発生し

た全ての雑草を採取し、無除草区と同様に測定した。

タイヌビエとイヌビエを区別せず「雑草ヒエ」、アメ

リカアゼナとアゼナを一括して「アゼナ類」、ハリイ

とタマガヤツリを一括して「一年生カヤツリグサ」と

した。

一発処理型除草剤処理 1 日前で PT 粒剤処理 16 日

後にあたる 2006年 6 月 2 日に慣行除草区と PT 粒剤

の試験区での雑草を、また、中干し開始時期にあたる

一発処理型除草剤処理 38日後の 7 月 10日に、無除草

区および PT 粒剤と一発処理型除草剤の試験区におけ

る雑草量を体系処理の除草効果として測定した。

4) イネのへの薬害

PT 粒剤の薬害については、6 月 2 日に目視と苗立

ち数により測定した。慣行除草区では苗立ち数を調査

しなかった。目視による薬害の判断においては、財団

法人植物調節剤研究協会における新除草剤適用性試験

での判定基準（2004）に準じ、「苗立ちが抑制され減

収程度が 5 ％以内」と推察したものを薬害程度「小」

と判定した。

5) イネの生育と収量の調査

成熟期に、少量 1 区、2 区と基準量区の穂数を、除

草剤処理用の試験区の枠内の 1 条 1 mにつき 2 反復

で調査した。収量は、同各試験区の中央部の 3.0 m2
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のイネを株元から刈り取り、乾燥調整後に粒厚 1.9 mm

以上の精玄米重を水分 15.0 ％に換算して算出した。

反復は設けなかった。なお、慣行除草区ではイネの生

育と収量の調査を行わなかった。

4-4.結果および考察

1) PT粒剤少量散布下の直播イネの出芽・苗立ちに及

ぼす停滞水の影響（試験 1）

停滞水の有無と散布量を要因とした二元配置の分散

分析の結果、播種 5 日後の出芽数に対して停滞水の有

無、散布量とも有意な効果を示さず、播種 21 日後の

苗立ち数に対して、散布量は 1 ％水準、相互作用は 5

％水準での有意な効果を示したが、停滞水の有無の効

果は有意ではなかった（第 4-1表）。すなわち、播種 5

日後の無処理区と少量１区で、停滞水により出芽数は

影響されず、基準量区では停滞水により出芽数は減少

第 4-1 図 停滞水の有無の条件下で処理された PT 粒剤の

散布量が直播イネの出芽数へ及ぼす影響（播種 5 日後）（試

験 1、2006年）

1)図中の縦棒は標準誤差を示す。

2)図中の異なるアルファベットは Tukey法において 5 ％水準で有意差

のあることを示す。

第 4-2 図 停滞水の有無の条件下で処理された PT 粒剤の

散布量が直播イネの苗立ち数へ及ぼす影響（播種 21日後）（試

験 1、2006年）

1)図中の縦棒は標準誤差を示す。

2)図中の異なるアルファベットは Tukey 法において 5 ％水準で有意

差のあることを示す。
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傾向にあった（第 4-1 図）。また、苗立ち数は無処理

区と少量１区で、停滞水により影響されず基準量区で

は減少した（第 4-2図）。

苗立ちと判定したイネおよびそれ以下の葉齢のイ

ネについて、無処理区、少量１区、基準量区とも、停

滞水による葉齢進展の遅れはなかった（第 4-3 図）以

上のことから、少量 1 区では、播種後の PT 粒剤処理

後の水が停滞する条件のもとでも、出芽・苗立ち数お

よび葉齢は影響されず、少量散布により薬害は回避で

きた。

第 4-3 図 停滞水の有無の条件下で処理された PT 粒剤の散

布量が直播イネの葉齢へ及ぼす影響(播種 21日後）（試験 1、

2006年）

1)図中の縦棒は標準誤差を示す。

2)葉齢の調査は、苗立ち個体とその葉齢以下の個体について行った。

3)図中の異なるアルファベットは Tukey 法において 5 ％水準で有意

差のあることを示す。

第 4-1表 停滞水の有無と PT粒剤散布量を

要因とした二元配置の分散分析の結果

（試験 1、2006年）

2) 実規模の湛水直播水田における PT粒剤少量散布の

効果（試験 2）

にかほ市の水田において、播種２日後の PT粒剤散

布時には、すべての試験区に雑草は発生しなかった。

PT 粒剤を処理しない慣行除草区には、一発処理型除

草剤の処理前日の 6月 2 日時点で、雑草ヒエ、イヌホ

タルイおよびコナギが発生し、乾物重の合計値で 1.32

g m-2
であった。PT粒剤の少量 1区において、慣行除

草区と比較で、雑草ヒエは乾物重で 92.3 ％抑制され

たが、イヌホタルイは全く抑制されなかった。少量 2

区と基準量区では全ての雑草が枯殺された。少量 1 区

はイヌホタルイの残存を除いて、十分な除草効果を発
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揮した（第 4-2表）。

第 4-2 表 一発処理型除草剤直前（6 月 2 日）での PT 粒剤

少量散布の除草効果（試験 2、2006年）

3) 実規模の湛水直播水田における一発処理型除草剤

との体系処理の除草効果（試験 2）

一発処理型除草剤処理 38 日後にあたる 7 月 10 日

時点で、無除草区には、雑草ヒエ、アゼナ類、イヌホ

タルイ、コナギ、マツバイ、一年生カヤツリグサが発

生し、乾物重の合計値で 120 g m-2
であった。クログ

ワイ、オモダカなど防除が難しく、直播栽培の一発処

理型除草剤の対象雑草とされない多年生雑草を除いた

一発処理型除草剤による制御の対象雑草種（日本植物

調節剤研究協会 2004）の約 90 ％の種が発生し、直播

栽培における一発処理型除草剤の除草効果の評価が可

能な条件であった。PT 粒剤処理後に雑草が残存した

少量１区、雑草の残存のない少量 2区において一発処

理型除草剤の除草効果は基準量区と同等に高かった。

一方、慣行除草区では雑草の乾物重合計値は無除草区

の 2.8 ％と低く、乾物重の大部分はアゼナ類であった

（第 4-3表）。

雑草種

試験区
雑草

2)

イヌホ コナギ 合計

ヒエ タルイ

本数（本 m

-2

) 62 6 0 68

乾物重（ｇ m

-2

) 0.1 0.02 0 0.12

本数（本 m

-2

) 0 0 0 0

乾物重（ｇ m

-2

) 0 0 0 0

本数（本 m

-2

) 0 0 0 0

乾物重（ｇ m

-2

) 0 0 0 0

本数（本 m

-2

) 446 6 4 452

乾物重（ｇ m

-2

) 1.3 0.02 - 1.32

1) - は0.01g以下を示す

2)「雑草ヒエ」はタイヌビエ、イヌビエを含む。

少量1区

少量2区

少量3区

慣行除草

区

4) 一発処理型除草剤の使用可能期間（日数）（試験 2）

播種後 16 日の 5 月 31 日には全試験区でイネが 2

葉期に達した。また、再湛水後で一発処理型除草剤処

理の前日の 6月 2日には、少量 1区と慣行除草区で、

雑草ヒエが 2葉期、イヌホタルイが 1.5葉期であった。

少量 2 区と基準量区では雑草は観察されなかった（第

4-4 表）。多くの一発処理型除草剤の使用可能期間で

ある「イネ 2 葉期以上で雑草ヒエ 2.5葉期以内」とな

った日数は、雑草ヒエの葉齢が２葉であった少量１区

と慣行除草区については、雑草ヒエが 2 葉期から 2.5

葉期に進展する日数は農試ほ場の調査では 4日（秋田

県農林水産技術センター農業試験場において、財団法

人日本植物調節剤研究協会から受託している水稲新除

草剤第二次適用性試験の 2006年の調査結果）であり、5

月 31 日から 6 月 3 日の 4 日間以上、8 日以内と推測

され、雑草ヒエの発生のない少量 2区と基準量区につ

いては散布の晩限を特定できなかったので、それぞれ

5 月 31日から 6月 3 日の 4 日間以上であった。

少量 1 区では、PT 剤を散布しない慣行除草区と一

発処理型除草剤散布前日の雑草ヒエの葉齢が同等にな

ったため、雑草ヒエの抑制による一発処理型除草剤の

使用可能日数は拡大出来なかった。しかし、少量 1 区

に関しては、一発処理型除草剤散布前日の雑草ヒエの

発生量が慣行除草区の 10 ％以下であり（第 4-3表）、

また、一発処理型除草剤散布後にはアゼナ類が残存し

た慣行除草区と違って雑草が残存しなかったことか

ら、少量散布を加えたことによる除草効果の向上が認

められた。

5) 目視と苗立ち数による薬害の評価

落水出芽法の期間中に約 50 mmの降雨（気象庁/気

象統計情報/日ごとの値/象潟/2006年/5 月、6 月）が観

測された。この条件下での PT 粒剤による苗立ち抑制

第 4-3表 PT粒剤と一発処理型除草剤による体系処理の除草効果

（7月 10日、試験 2、2006年）

雑草種

試験区
   雑草

1)

マツ
 アゼ

2)

イヌホ コナギ
1年生

3)

合計

ヒエ バイ ナ類 タルイ カヤツリグサ類

本数（本 m

-2

)
490 204 186 8 102 64 1054

乾物重（ｇ m

-2

)
90.5 3.4 4.6 0.8 16 4.9 120

本数（本 m

-2

)
0 0 0 0 0 0 0

乾物重（ｇ m

-2

) 0 0 0 0 0 0 0

本数（本 m

-2

)
0 0 0 0 0 0 0

乾物重（ｇ m

-2

) 0 0 0 0 0 0 0

本数（本 m

-2

)
0 0 0 0 0 0 0

乾物重（ｇ m

-2

) 0 0 0 0 0 0 0

本数（本 m

-2

)
0 0 0 0 0 0 0

乾物重（ｇ m

-2

)
0 0 0 0 0 0 0

本数（本 m

-2

) 0 0 220 0 0 0 220

乾物重（ｇ m

-2

)
0 0 3.4 0 0 0 3.4

1)「雑草ヒエ」はタイヌビエ、イヌビエを含む。

2)「アゼナ類」は主にアゼナ、アメリカアゼナを含む。

3)「一年生カヤツリグサ類」はタマガヤツリとハリイを含む。

少量2区

基準量区

慣行除草区

少量3区

無除草区

少量1区
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第 4-4表 PT粒剤少量散布試験に

おける一発処理型除草剤使用直前

（6月 2日）での雑草ヒエおよび

イヌホタルイの葉齢（試験 2、2006年)

第 4-5 表 PT 粒剤の散布量が苗立ち次の直播イネの薬害程

度に及ぼす影響（試験 2、2006）

第 4-6表 PT粒剤の少量散布と一発処

理型除草剤による体系処理のもとでの

直播イネの成熟期における穂数と精玄

米重（試験 2、2006年）

は、少量１区では観察されなかったが、少量 2区と基

準量区では、減収程度が 5 ％以内と推定される「小」

（日本植物調節剤研究協会 2004)と判断できる薬害程

度（第 4-4 図）であった。すなわち、苗立ち数は、少

量 1 区で 106本 m-2
、少量 2 区で 84本 m-2

、基準量区

では 89 本 m-2
であり、薬害程度「小」の少量 2 区、

基準量区では、少量 1 区と比較して、79 ％、84 ％に

減少した（第 4-5表）。

試験区 雑草ヒエ イヌホタルイ

少量１区 2.0 1.5

少量2区 － －

基準量区 － －

慣行除草区 2.0 1.5

試験区 観察による薬害程度
苗立本数（本 m

-2

)

少量１区 無 106

少量2区 小 84

基準量区 小 89

慣行除草区 散布無し －

1)薬害程度「小」は、苗立ちが抑制され、減収程度が5%と推定される状態

2) - は調査していないことを示す。

3)反復無し

試験区
穂数（本 m

-2

) 収量（ｇ m

-2

)

少量１区 482 586

少量2区 376 525

基準量区 399 546

1)反復無し

6) 直播イネの生育および収量

成熟期の穂数および精玄米重はそれぞれ、少量 1

区で 482本 m-2
、586 g m-2

、少量 2 区で 376本 m-2
、525 g

m-2
、基準量区で 399本、546 g m-2

であった。少量 1

区においては、秋田県の湛水直播栽培の目標収量であ

る 570gm-2
を確保できた。少量 2 区と基準量区では穂

数不足から収量が減少した（第 4-6 表）。少量 2 区、

基準量区では苗立ちが抑制され、穂数に影響したと推

察された。穂数および収量が減少したことから、減収

15 ％以内の薬害程度である「中」(日本植物調節剤研

究協会 2004)に相当すると考えられた。

4-5.小括

PT 粒剤の少量散布との体系処理による一発処理型

除草剤の使用可能期間は、雑草ヒエの葉齢から判断し

て、少量 1区では慣行除草区と同等であった。しかし、

少量 1 区では一発処理型除草剤との体系処理により除

草効果は一発処理型除草剤単独の慣行除草区より向上

した。すなわち、一発処理型除草剤散布後に、慣行除

草区ではアゼナ類が残存したが、少量 1 区では残存し

なかった。また、少量 1区では、薬害による苗立ちの

抑制もなく、目標の精玄米重 570 g m-2
の収量を確保

した。また、ガラス室における試験では、少量 1 区で

は落水条件のみならず、停滞水の存在下でも薬害を回

避出来ることが明らかになった。

落水出芽法は湛水直播栽培の土中播種において重

要な苗立ち促進技術である（吉永ら 2007）が、土壌

が酸化的になるため、イネのみでなく雑草ヒエの生育

も促進される（本馬ら 1999）。秋田県で推奨する落水

期間は 7 日から 10 日間であるが、県内の土壌還元の

強い地域や土壌タイプの場合は、酸化的条件を得るた

め落水期間を 2週間以上とする場合がある（仙北地域

振興局ら 2009)。落水期間が長くなると、第Ⅲ章で示

した湛水土壌処理剤であるピラゾレート粒剤では、散

布可能となる落水出芽期間終了後の再湛水時に雑草ヒ

エが同粒剤の枯殺限界葉齢である 1葉期を超えること

が懸念される。本試験の結果から、このような場合に

は、落水期間中に処理が可能な PT粒剤の少量散布が、

その後に散布する一発処理型除草剤の効果を安定

基準量区 少量１区

第 4-4図 PT粒剤の少量散布（右）と基準量散布(左）での直播イネ

の苗立ち状態の差異（一発処理型除草剤散布前日の状態：試験 2、2006年）
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させることがわかった。よって、グライ土圃場のよう

な土壌還元の起こりやすい条件や、堆肥などを使用し

還元が懸念される圃場において、土壌の酸化的条件を

保ち、イネの出芽数を確保するために落水期間を 15

日以上必要とする場合に、PT 粒剤を少量散布するこ

とにより、降雨により滞水してもイネへの安全性が保

たれ、雑草ヒエなどを防除し、その後に使用する一発

処理型除草剤の効果が安定する。この体系処理の除草

効果は高く、雑草が残存しないことから中・後期剤の

使用を省略することができる。

5 総合考察総合考察総合考察総合考察

本研究では、1) 一発処理型除草剤による湛水直播

イネへの影響（薬害）を分げつ構成から解析し、分げ

つ総数すなわち茎数への影響なしに第 2 節位からの 1

次、2 次分げつの発生が抑制される場合があり、それ

が整粒率の低下を通して品質に影響することを明らか

にした。2) 処理条件を異にするピラゾレート粒剤お

よびプロメトリン・ベンチオカーブ粒剤を用い、播種

後から出芽時のそれぞれの使用時期に少量散布により

雑草を抑制し、再湛水後に使用する一発処理型除草剤

の使用可能期間（日数）を拡大させた。また初期除草

剤との体系処理により一発処理型除草剤の性能を発揮

させ、中・後期除草剤の追加使用を不要にした。

各章において考察を加えたが、ここでは成果の活

用方策および、本研究で得られた技術の「あきたｅｃ

ｏらいす」への適用と稲作経営への影響を考察した。

5-1.湛水直播栽培のイネにおける一発処理型除草剤に

よる第 2 節からの 1次分げつ抑制の解明意義と生産者

への情報提供

一発処理型除草剤について、湛水直播イネでの苗

立ちや最高分げつ期の茎数を用いたこれまでの薬害評

価法に加えて、収量と玄米の品質に寄与する第 2節か

らの 1次分げつの抑制の程度により評価することは、

イネへの安全性を量的指標から質的指標へと拡大した

点に意義を有する。この新しい薬害評価法は、寒冷地

北部に位置する秋田県の水稲直播栽培において、収量

と品質に寄与する分げつの安定確保による高品質安定

生産と高い除草効果が両立する一発処理型除草剤の使

用方法を確立し、普及するために重要である。

本研究で示された薬害の評価法を一発処理型除草

剤の使用方法の改善につなげるためには、高品質米生

産に資するイネ新品種の開発、イネの出芽・苗立ち速

度の向上などの作物学的視点とともに、散布技術の高

度化、さらに高性能な新たな一発処理型除草剤の開発

などの雑草科学的視点が重要である。これらの実現に

は雑草防除の分野を超えた取り組みが必要となる（三

浦 2010）。これらの視点からの研究が以下のように取

り組まれつつある。薬害の回避に重要であるイネの出

芽・苗立ち速度の向上については、過酸化カルシウム

粉粒剤を粉衣した種子の加温処理が検討されており

（花見・手代木 1998、野村ら 2002）、葉齢進展が早

まることから薬害が回避される（荒井 2008）とされ、

加温処理は、地域によっては普及が進められている（石

巻普及センター 2010）。また、直播イネの出芽始期に

散布可能な安全性の高い一発処理型除草剤も開発され

てきている（秋田県 2012）。

直播イネの第 2節からの 1 次分げつの発生頻度は、

苗立ちしたイネの 10 個体の第 2 葉に印をつけ、第 2

節からの 1次分げつ発生の有無を確認することで把握

できる。しかし、生産者が行う場合には得られた情報

の正確な解析のために、農業試験場などの研究・指導

機関のもとで行うことが望ましい。なお、一発処理型

除草剤による第 2 節からの 1次分げつの抑制程度は気

象条件や水深などで変動することから、今後、試験研

究・指導機関などが新たな除草剤および雑草防除体系

の情報を生産者へ提供する際に、一発処理型除草剤に

よる影響のみを確認できる試験方法の確立が必要であ

る。

また、本研究ではイネ品種「あきたこまち」を用

いたが、秋田県で直播栽培に用いられる他品種につい

ても、収量と品質に寄与する分げつの特定と、それへ

の一発処理型除草剤の影響の検討が必要である。

一発処理型除草剤による特定の分げつの抑制に関

する情報は、秋田県で発行する「稲作指導指針」およ

び「農作物病害虫・雑草防除基準」に反映され、除草

剤の安全使用条件として活用される。また直播栽培の

新技術の提供においては、栽培技術の各部門の情報に

とどまらず、総合的な栽培技術の指導が求められる。

（児玉 2009）。したがって、上記の行政的な情報提供

に加えて、直播栽培の技術体系に含めた情報として各

農業協同組合の営農指導員や、生産者に直接迅速かつ

正確に伝達する方策を検討する必要がある。

5-2．初期剤の少量散布による一発処理型除草剤の使

用時期拡大と効果の安定による、新しい体系処理の活

用

初期剤の少量散布との体系処理で一発処理型除草

剤の効果が安定し中・後期除草剤の使用を省略できる

ことを示したが、これに加えて、イネが十分に生育し

た後に一発処理型除草剤を散布できることから、2 章

で示した第 2節からの 1 次分げつの抑制を回避できる

可能性がある。

直播栽培での除草剤の使用には、「後半巻き返し型」

と「先手必勝型」がある（三浦 2010）。前者では、薬
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害の回避のためイネが処理早限の葉齢に達した後に除

草剤を使用することから（岩手県 2011）、雑草ヒエを

はじめとする雑草が除草剤の処理晩限の葉齢を超える

場合が多く、その結果、初期除草剤や一発処理型除草

剤の性能を十分発揮させられなかった時に中・後期剤

の使用（岩手県 2011、 宮城県 2011）が指導されて

いる。本研究の結果から、初期除草剤のピラゾレート

粒剤あるいはプロメトリン･ベンチオカーブ粒剤の少

量散布によって、一発処理型除草剤の使用可能期間（日

数）の拡大と除草効果の安定化が図られ、「先手必勝

型」の合理的な雑草防除技術の具体例が提示された。

ピラゾレート粒剤少量散布においては、直播栽培

で多く用いられる中・後期剤のベンタゾン剤の防除対

象外の問題雑草であるイボクサへの効果が認められ

た。イボクサの防除においては、ベンゾビシクロンを

含む一発処理型除草剤、およびモリネートや MCPB

を含む中期剤 （荒井ら 2007）や、ビスピリバックナ

トリウム塩（中山ら 2010）、などの後期剤の除草効果

が高いが、これらは直播栽培のイネの生育初期には使

用できない。イボクサは 8℃で発芽可能とされ（森田

2004）、落水期間中から発生することから、初期剤で

あるピラゾレート粒剤の少量散布は、直播栽培を連年

実施する圃場でのイボクサに対する「先手必勝型」雑

草防除技術になり得ると考えられた。

PT 粒剤は農薬登録での基準量では、落水出芽中の

降雨などによる停滞水など不適切な条件では薬害を生

じることがあるが、少量散布により薬害を回避するこ

とができた。また落水期間が長くなり、その期間中に

雑草の発生が懸念される（山本・菊池 2006）圃場に

おいて、落水期間中の PT 粒剤の少量散布により、再

湛水後の一発処理型除草剤の効果が安定した（Miura

et al. 2011）。しかし、PT粒剤の少量散布は農薬登録

の内容として拡大されておらず、この技術は「農薬登

録での基準量以下での応用」として秋田県内の各地域

振興局農林部農業振興普及課などの指導の下で実証圃

などを通じて生産者に技術指導されている。

これら 2 種類の初期剤の少量散布の選択について

は、土壌が還元状態になりやすいために落水出芽の期

間が 15 日以上必要となる場合はプロメトリン・ベン

チオカーブ粒剤を、落水出芽を終了して再湛水後に雑

草ヒエが 1 葉期以内で、かつイボクサが発生する場合

にはピラゾレート粒剤を選択し、一発処理型除草剤と

体系処理することが適当である。

一方、散布方法については、ピラゾレート粒剤の

基準量では無人ヘリコプターや播種機に装着した散布

機による省力的な散布方法が農薬登録されているが、

少量散布ではまだ農薬登録として適用されておらず、

今後実用化に向けた検討が必要である。また、プロメ

トリン・ベンチオカーブ粒剤では、基準量でもピラゾ

レート粒剤に相当する省力的散布方法がなく、現状で

は主に動力散布機で散布される。散布時期の田面が軟

弱であるため、特に大区画水田での動力散布機を背負

っての圃場内の移動は重労働となることから、直播栽

培での PT 粒剤の省力的散布技術の改良が必要であ

る。

5-3．「あきたｅｃｏらいす」における直播栽培

本研究の成果を、農林水産省の「特別栽培農産物

に係る表示ガイドライン」や秋田県の「あきたｅｃｏ

らいす」における農薬の使用節減の対象である「成分

回数」の観点から考察する。

これまで直播栽培においては、代かきから 3 日以

内に播種を行うと（田口ら 2003）、イネが 2 葉期以上

の時に、雑草ヒエが 2.5 葉期以内になり、一発処理型

除草剤の適期使用が可能となることが明らかになって

いる。しかし、この場合でも、イネ 2 葉期を早限、雑

草ヒエの 2.5 葉期を晩限とする一発処理型除草剤では

使用可能期間（日数）が 1 日と短くなることが多いこ

とから、より長い使用可能期間を有する一発処理型除

草剤、すなわち 3 葉期まで枯殺する雑草ヒエの専用除

草剤成分を含む 4 成分の一発処理型除草剤と、雑草ヒ

エと広葉雑草に効果の高い 1 ～ 4 成分の中・後期剤の

体系処理が指向されている。この場合の体系処理にお

ける除草剤の成分数は 6 ～ 8 あるいはそれ以上とな

る。

本研究で「先手必勝型」除草体系として示した、1

～ 2 成分の初期剤と、雑草ヒエの枯殺限界を 2.5葉期

とする 3 成分の一発処理型除草剤の体系処理は成分回

数を 4 ～ 5 に「計画的に低減」でき、コストも 45～ 75

％に低減できる（第 5-1図）。

直播栽培の「あきたｅｃｏらいす」では、生育調

節剤、殺菌剤、殺虫剤の使用が 4～ 6成分回数に節減

される（仙北地域振興局など 2009）ことから、これ

に除草剤を加えても合計で慣行栽培の 12～ 16成分回

数から 10 成分回数以内に節減される。低成分数の初

期除草剤および一発処理除草剤の開発が実現すれば、

除草剤の使用成分回数のさらなる節減も可能である。

よって、本研究で得られた技術を用いることにより、

直播栽培においても雑草防除体系での除草剤の成分回

数の余裕をもち「あきたｅｃｏらいす」におけるコメ

を生産できる。「あきたｅｃｏらいす」は、「低コス

ト省力型生産」、「環境に配慮した生産」および「販

売を意識した生産」によるコメを有利販売して、生産

者の収益を増加することを目的としている。本研究に

より、雑草防除方法の改善が図られ、除草剤の使用回

数および成分回数の計画的な節減が可能となり、かつ

薬害および雑草害が無く移植栽培並の収量と高い品質

を確保できる。よって直播栽培における収量と品質を
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確保した「あきたｅｃｏらいす」の面積を拡大できる。

第 5-5図 本研究成果の、直播栽培における「あきたｅｃｏらいす」の雑草防除体系と除草剤の成分回数改

善への貢献

第 5-2図 研究全体のフロー図

落水出芽中

または

再湛水後

初期除草剤 一発処理型除草剤 中・後期除草剤

1～21～21～21～2 3333 無無無無 4～54～54～54～5

1～21～21～21～2 3～43～43～43～4 2～42～42～42～4 2～42～42～42～4 6～86～86～86～8 100
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提示した

「先手必勝型」

コスト比

45

～

75

イネ2～2.5葉期

以上

作業・除草剤散布およびイネの生育ステージ

イネ5葉期以上

または

中干し時期

初期に防除 安定的に防除

少量散布

省省省省

略略略略

低低低低

減減減減

分げつ 初期除草剤

抑制を の少量散布 農薬登録

低減 ・直播連作

・長期落水 技術技術技術技術のののの

実用化実用化実用化実用化

「減収」「品質低下」

除草効果の安定化

高品質安定生産高品質安定生産高品質安定生産高品質安定生産 雑草防除の

有利販売有利販売有利販売有利販売 省力・合理化

直播栽培直播栽培直播栽培直播栽培のののの普及拡大普及拡大普及拡大普及拡大

抑制程度の評価

を回避

直播栽培の

あきたｅｃｏらいす

雑草防除技術雑草防除技術雑草防除技術雑草防除技術のののの改善改善改善改善

薬害を

質的評価

一発処理型除草剤

使用時期拡大

第2節からの

１次分げつ

研究内容研究目的

普及内容 研究成果 具体例

凡例

繋がり 可能性

5-4.まとめ

本研究により、湛水直播栽培のイネについて第 2 節

からの 1 次分げつに着目した高品質安定生産のための

一発処理型除草剤の新しい薬害評価法と一発処理型除

草剤の使用可能期間（日数）の拡大と効果安定のため

の体系処理が確立された。直播栽培の大きな課題であ

る雑草防除について、一発処理型除草剤による、イネ

に対して安全で効果が高く効率的な雑草防除が可能と

なり、秋田県で営まれる直播栽培の収量性と品質を向

上できる。直播栽培を志向する生産者、また現在直播

栽培を行っている生産者にむけて、雑草防除技術のイ

ネへの安全性、省力化および効果の安定化の情報とな

り、栽培面積拡大を後押しするものとなる。また、本

研究で得られた技術を用いて、直播栽培を「あきたｅ

ｃｏらいす」へ適用することにより、面積拡大のみな

らず生産されたコメの有利販売の可能性も見いださ

れ、稲作経営の収益の増加にも資することができる。

6 謝 辞謝 辞謝 辞謝 辞
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Abstract

eed management system for rational utilization and high herbicidal efficacy of one-shot herbicide in direct-seeded rice under wet

conditions in Akita Prefecture for stable production of high-quality grain

Chikako MIURA

Although crop acreage and rice yield in Akita Prefecture areranked third in Japan, the total number of farmers has decreased in

recent years, and the number of farmers >65 years has increased. To save labor and increase the scale of operations, rice farmers are

trying to adopt direct-seeded rice cultivation under wet conditions in Japan. Methods of direct seeding and crop establishment have

been recently confirmed. However, with this method, rice yield is 10％ lower than that resulting from mechanical transplanting,

which is the most commonly used rice production method.

One of the reasons for the reduced rice yield is the failure ofweed management using the direct seeding method. Sequential

application of herbicides two to four times per crop is necessary for successful weed management using this method, whereas one

application of one-shot herbicide is sufficient while using the mechanical transplanting method. Herbicidal injury is a significant

problem in weed management using one-shot herbicides for rice that has been directly seeded because at the time of herbicide

application, the rice plants (Oryza sativa L.) are less developed in comparison to rice seedlings by transplanting.

In this study, suppression of primary tillers from the second node by one-shot herbicide was investigated as a new indicator of

herbicidal injury in direct-seeded rice. Herbicidal application at half of the recommended rate (hereafter: low volume use) of 0.15 g

a.i.m.−2 of pyrazolate and 0.16 kg and 1.6 g a.i.m.−2 of prometryn and thiobencarb, respectively, in granular form was evaluated to

stable the efficacy of one-shot herbicides. In addition, sequential application of herbicide to direct-seeded rice for Akita-eco raisu, an

ecological pest management regime for rice that is utilizedmainly in transplanted rice in Akita Prefecture, was considered.

1. Suppression of primary tillers from the second node by one-shot herbicide in direct-seeded rice

In previous studies, the total number of established seedlings, number of tillers at the tillering stage, and grain yield have been

used as indicators of herbicidal injury in direct-seeded rice, however, tiller development in terms of nodal position and order of tillers

affect yield and grain quality of direct-seeded rice in Akita Prefecture.

Therefore, information on the nodal position and the order of tillers was collected for this study. Susceptibility of every tiller of

direct-seeded rice to one-shot herbicides is an indicator of its adaptability, and is important information in the effort to achieve yield

ability and grain quality similar to those of transplanted rice.

The development of tillers at every nodal position was investigated in this study. The order and ratio of productive tillers in

direct-seeded rice plants treated with one-shot herbicides at the 2.0- or 2.5-leaf stage, the earliest recommended application stage,

were determined from 2005 to 2007 and in 2011 under field and glasshouse conditions. This strategy may be a new method of

evaluating herbicidal injury as a result of application of one-shot herbicide.

When a flowable formulation of pyriminobac-methyl, bromobutide, bensulfuron-methyl, and pentoxazone was applied atthe
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2.5-leaf stage of the rice cultivar Akitakomachi, the rate of development of primary tillers from the second node was suppressed to

60％. However, the rate of development of primary tillers from the seventh node increased. Therefore, no significant difference was

found in the total number of developed tillers in treated anduntreated plots. The response depended on the active ingredients and

formulation of the one-shot herbicides, and was not observed under higher temperature conditions. Furthermore, the suppression of

primary tillers from the second node caused reduced yield and lower crop quality.

2. Sequential application with low volume use of pyrazolateand one-shot herbicide to prolong suitable duration for one-shot

herbicide application

For use of one-shot herbicide in direct-seeded rice, the earliest recommended application is the 2.0-leaf stage to prevent herbicidal

injury. The latest recommended application is the 2.5-leafstage ofEchinochloa spp. for optimal effect of one-shot herbicide on

weeds. The suitable duration of utilization for one-shot herbicide in direct-seeded rice is one to four days. This is because the leaf

stage ofEchinochloa spp. may exceed that of direct-seeded rice in Akita Prefecture. This short time window in which one-shot

herbicide can be applied may result in lack of herbicidal efficacy. Therefore, increasing the number of applications and the times

suitable for herbicidal treatment would prevent to save labor in weed management especially forEchinochloa spp.

In this study, the herbicidal efficacy of low volume use of pyrazolate was evaluated. The efficacy and duration of application of

one-shot herbicide with low volume use of pyrazolate were also investigated. Low volume use of pyrazolate was shown to be

effective for use in sequential application as a one-shot herbicide. The suitable duration for application of this one-shot herbicide was

prolonged from one day (single application) to eight days. As a result of this sequential application, application of herbicides to

foliage during midseason drainage was unnecessary.

To confirm the efficacy of sequential application with low volume use of pyrazolate and one-shot herbicide in direct-seeded rice,

these herbicide was applied on a rotational basis to a large (1 ha) field without puddling (hereafter: rota-field). The efficacy of

sequential application of this herbicide on a rota-field basis was similar to that in direct-seeded rice in a continuously cropping field

with puddling (hereafter: control). In addition, the leaf stage ofEchinochloa spp. in the rota-field treatment exceeded that of the

control field by 1.

Sequential application with low volume use of pyrazolate and one-shot herbicide was an effective and stable weed control system.

Use of this system could reduce costs and save labor in farming of direct-seeded rice in Akita Prefecture, further labor-saving

methods of spraying were required by farmers.

Based on the results reported here, the company that produces and distributes this granular herbicide containing pyrazolate began

herbicide registration with the agricultural public research organization in Japan. The low volume use (0.15 g a.i.m.−2) of pyrazolate

was first registered in June 2009 based on tests of its herbicidal efficacy and potential for crop injury.

3. Sequential application with low volume use of a granular formulation of the prometryn and thiobencarb herbicide during the

draining period after seeding and application of one-shot herbicide

A granular herbicide combination product containing prometryn and thiobencarb (hereafter: PT) was registered for application in

direct-seeded rice fields as pre- and postemergence treatment during the drainage period just after seeding. The recommended

application rate ranged from 0.32 g and 3.2 g to 0.48 g and 4.8 ga.i.m.−2. However, PT can cause accidental herbicidal injury to rice

seedlings when surface water remains after seeding. Herbicidal injury using PT must be prevented without reducing herbicidal

efficacy. In this study, changes in herbicidal efficacy andinjury with low volume use of PT were evaluated under field and

greenhouse conditions.

With low volume use of PT, sufficient herbicidal efficacy was observed with sequential application of one-shot herbicide. No

injury to rice seedlings was observed regardless of the soilsurface status (drained or saturated) at PT application time. Although

Scirpus juncoides Roxb. Var.ohwianus T. Koyama survived until the time of one-shot herbicide application, it was controlled by

successive application of this one-shot herbicide.

Although low volume use of PT did not prolong the suitable window for application of one-shot herbicide after flooding, it was

more effective than a single use of one-shot herbicide. In addition, low volume use of PT prevented herbicidal injury to rice seedlings

in the rain, and 570 g m−2 of the yield target was obtained.

4. Summary of results regarding application methods of herbicides in this research
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1) Methods of evaluation of injury to rice seedlings from one-shot herbicide based on the rate of suppression of primary tillers from

the second node in direct-seeded rice

For a new and easy method of evaluating tillers, suppressionof tillers must be confirmed, except in the cultivar Akitakomati. In

addition, a means of providing this information to farmers must be established.

2) Stability of efficacy of one-shot herbicide using low volume use of pyrazorate and PT

For low volume use of pyrazorate and PT to be widely adopted, the unmanned helicopter and sprayer attached to a seeder that

has been routinely used in herbicide application must be adapted for further labor saving and herbicide formulation suitable to low

volume use was required.

3) New weed management system in direct-seeded rice adapt toAkita-eco raisu

The new weed management system established in this researchwas able to reduce the number of active ingredients in the

herbicide from the 6 - 8 that have been applied in the past to 4 -5 in direct-seeded rice. Thus, the results of this research strongly

support the promotion of Akita-eco raisu in direct-seeded rice with comparable herbicidal efficacy to herbicide used in transplanted

rice.

(Bull.AKITA Agric.Exp.Stn.,**,*-*,20**)




